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税務訴訟資料 第２６３号－７６（順号１２２００） 

東京地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 納税告知処分等取消請求事件（第１事件）、平成●

●年（○○）第●●号 所得税等決定処分等取消請求事件（第２事件） 

国側当事者・国（武蔵野税務署長、北沢税務署長、国税不服審判所長） 

平成２５年４月１６日棄却・控訴 

 

判 決 

第１事件及び第２事件原告 甲 

同訴訟代理人弁護士    大森 一志 

同            松阪 健治 

被告           国 

同代表者法務大臣     谷垣 禎一 

第１事件処分行政庁    武蔵野税務署長 

             澤田 耕 

第１事件裁決行政庁    国税不服審判所長 

             生野 考司 

第２事件処分行政庁    北沢税務署長 

             福岡 敏夫 

同指定代理人       菊池 豊 

同            浅見 茂晴 

同            久保 俊明 

同            股村 裕文 

同            福川 真 

同            牧迫 洋行 

同            古嶋 敬三 

同            石井 正 

 

主 文 

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 請求 

別紙１のとおり 

第２ 事案の概要 

第１事件は、原告が、武蔵野税務署長から、原告は、いわゆるキャバクラ店を経営し、各店舗に

勤務する各ホステス及び各従業員並びに原告がキャバクラ事業の管理を行っていた事務所に勤務

する各従業員に対し、給与等を支給していたにもかかわらず、原告が給与等の支払者ではないかの

ように仮装し、源泉徴収に係る所得税（以下「源泉所得税」という。）をいずれも各法定納期限ま
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でに国に納付しなかったとして、平成１４年１月から平成１７年４月までの各月分の源泉所得税の

各納税告知処分及び重加算税の各賦課決定処分を受けたため、上記各処分の取消しを求める審査請

求を国税不服審判所長にしたところ、国税不服審判所長から、上記各処分の一部を取り消し、その

他の審査請求を却下ないし棄却する旨の裁決を受けたことについて、原告は、各ホステスらに支払

われた金銭に係る源泉徴収義務者ではなく、また、上記裁決には、源泉所得税額の計算の基礎とさ

れた各ホステスらに支払われた金銭の金額の明細の認定判断が示されていない違法があるなどと

主張し、上記各処分及び上記裁決の取消しを求める事案である。 

第２事件は、原告が、北沢税務署長から、原告は、キャバクラ店及び居酒屋店を経営するととも

に、キャバクラ店の店舗を第三者に転貸し、所得を得るなどしていたにもかかわらず、これらの事

業により生ずる所得が原告に帰属するものではないかのように仮装するなどし、所得税、消費税及

び地方消費税を免れていたとして、平成１３年分から平成１６年分までの所得税の各決定処分又は

各更正処分及び重加算税の各賦課決定処分並びに平成１５年１月１日から同年１２月３１日まで

及び平成１６年１月１日から同年１２月３１日までの各課税期間の消費税及び地方消費税の各決

定処分及び重加算税の各賦課決定処分を受けたことについて、キャバクラ店等の経営主体は原告で

はなく、これらの事業により生ずる所得は原告に帰属せず、また、隠ぺい及び仮装行為はないなど

と主張し、上記各処分の取消しを求める事案である。 

１ 争いのない事実 

(1) 第１事件について 

武蔵野税務署長が原告に対してした平成１４年１月から平成１７年４月までの各月分（以下

「本件各月分」という。）の源泉所得税の各納税告知処分及び重加算税の各賦課決定処分並び

に国税不服審判所長が原告に対してした裁決の経緯は、別紙２－１から２－３までのとおりで

ある（なお、以下、別紙中の略語は本文においても同様に用いる。）。 

(2) 第２事件について 

北沢税務署長が原告に対してした平成１３年分から平成１６年分まで（以下「本件各年分」

という。）の所得税の各決定処分又は各更正処分、平成１５年１月１日から同年１２月３１日

までの課税期間及び平成１６年１月１日から同年１２月３１日までの課税期間（以下、それぞ

れ「平成１５年課税期間」及び「平成１６年課税期間」といい、これらを併せて「本件各課税

期間」という。）の消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の各決定処分並びにこ

れらの重加算税の各賦課決定処分並びに国税不服審判所長が原告に対してした裁決の経緯は、

別紙３－１から３－６までのとおりである。 

２ 被告が主張する各処分等の根拠及び適法性 

被告が主張する各処分等の根拠及び適法性は、別紙４のとおりである。 

３ 争点 

(1) 第１事件について 

ア 本件各ホステスに支払われた金銭が、給与等（所得税法２８条１項、１８３条１項）に該

当し、原告が、本件キャバクラ事業の経営主体として、上記給与等について源泉所得税の徴

収義務を負うか否か。 

イ 源泉所得税額の計算の基礎とされた本件ホステスらに支払われた金銭の金額の明細を明

らかにしないでされた各納税告知処分が適法か否か。 

ウ 源泉所得税の納税地をＡビル事務所の所在地とする各納税告知処分等が適法か否か。 
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エ 源泉所得税額の計算の基礎とされた本件ホステスらに支払われた金銭の金額の明細の認

定判断を明らかにしないでされた本件裁決が適法か否か。 

(2) 第２事件について 

ア 本件各事業の経営主体が原告であり、その所得が原告に帰属するか否か。 

イ 平成１３年分及び平成１４年分の所得税の各決定処分において認定された事業所得の金

額に誤りがあるか否か。 

ウ 原告がＢ発行に係る私募債の償還差益等及び乙に資金を預けて運用を依頼したことによ

る運用益に係る雑所得を得たか否か。 

エ 各賦課決定処分が適法か否か。 

４ 争点に関する当事者の主張 

(1) 争点(1)ア（本件各ホステスに支払われた金銭が、給与等（所得税法２８条１項、１８３条

１項）に該当し、原告が、本件キャバクラ事業の経営主体として、上記給与等について源泉所

得税の徴収義務を負うか否か）について 

ア 被告の主張 

(ア) 別紙１１順号１から１４まで及び１６の各キャバクラ店の店舗（以下「本件各店舗」

という。）に勤務する各ホステス（以下「本件各ホステス」という。）は、事前に原告と合

意した勤務形態に基づき本件各店舗において管理され、それぞれ所定の就業時間及び就業

場所において接客等をしていたものであり、原告ないしその委任を受けた丙（以下「丙」

という。）又は各店長から空間的、時間的な拘束を受け、継続的に労務又は役務の提供を

し、その接客等の労務提供の対価として、所定の時給を基礎に算定される一定の保証がさ

れた現金の支払を受けていたものであり、給与支給者との関係において、その提供した労

務又は役務の対価として現金の支給を受けていたのであるから、原告から本件各ホステス

に支払われていた金銭は、所得税法２８条１項に規定する給与等に該当し、同項に規定す

る給与所得に該当する。 

(イ) 上記(ア)のとおり、本件各ホステスに支払われた金銭は、所得税法２８条１項に規定

する給与等に該当するところ、給与等に係る源泉徴収義務者たる同法１８３条１項に規定

する給与等の支払をする者とは、ある事業において雇用関係等に基づく人的役務の提供を

受け、これにより生ずる当該事業上の収益を享受するとともに、当該役務の提供に対して

対価の支払義務を負う者、すなわち当該事業の経営主体をいうものと解される。 

そして、本件各店舗の経営に係る事業（以下「本件キャバクラ事業」という。）は、も

ともと原告が経営していたミュージックパブをキャバクラ店に変更したことに端を発し、

それを拡大していったものであり、その後の各店舗の収益の管理状況及び原告の本件キャ

バクラ事業への関与状況等からすれば、本件キャバクラ事業の経営主体は、原告であるこ

とが明らかであるから、本件各ホステス及び本件各店舗に勤務する各従業員並びに本件キ

ャバクラ事業の管理が行われていた事務所（東京都武蔵野市●●Ａビル３階所在の事務所

であり、以下「Ａビル事務所」という。）に勤務する各従業員（以下、これらの者を併せ

て「本件ホステスら」という。）に対する金銭の支払者は、原告と認めるのが相当であり、

上記金銭に係る源泉徴収義務者も原告と認められるべきである。 

イ 原告の主張 

(ア) 本件各店舗に勤務する本件各ホステスについて、出勤日や入退店時刻等は、本件各ホ
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ステスと各店長との話合いで決められており、本件各ホステスへの支給額は、売上バック

制度や同伴バック制度等によって加算されており、本件各ホステスの技能や人気に応じて

大きく増減しているのであって、給与といえず、本件各ホステスが行っていたホステス業

は、所得税法２７条１項に規定するサービス業その他の事業であり、本件各ホステスに支

払われた金銭は、同法２０４条１項６号に規定する報酬に該当し、同法２８条１項に規定

する給与所得ではなく、同法２７条１項に規定する事業所得に該当する。 

(イ) また、本件キャバクラ事業の経営主体は、原告ではなく、丙が設立した有限会社Ｃ（以

下「Ｃ社」という。）であり、Ｃ社が、本件各ホステスに対し、請負契約又は雇用契約に

基づき、報酬又は給与の支払義務を負う者である。 

(2) 争点(1)イ（源泉所得税額の計算の基礎とされた本件ホステスらに支払われた金銭の金額の

明細を明らかにしないでされた各納税告知処分が適法か否か）について 

ア 被告の主張 

通則法３６条１項は、税務署長は、源泉徴収による国税でその法定納期限までに納付され

なかったものを徴収しようとするときは納税の告知をしなければならないと規定し、同条２

項は、納税告知は、税務署長が、納付すべき税額、納期限及び納付場所を記載した納税告知

書を送達して行うと規定する。 

これを本件についてみると、第一次各告知処分に係る平成１８年９月１３日付け「源泉所

得税の加算税賦課決定通知書及び納税告知書」（乙２４の１）及び第二次各告知処分に係る

平成１９年２月２７日付け「源泉所得税の加算税賦課決定通知書及び納税告知書」（乙２５

の１。これらを併せて、以下「本件各告知書」という。）には、いずれも納付すべき税額、

納期限及び納付場所がそれぞれ記載され、通則法３６条２項に規定する各記載事項は全て記

載されており、本件各告知書の記載事項はいずれも適法である。 

イ 原告の主張 

各納税告知処分は、源泉所得税額の計算の基礎とされた本件ホステスらの報酬等の金額の

明細、すなわち当該報酬等の算定の基礎とされている基本給や手当等の金額及び受給者の氏

名及び住所並びに受給者別の源泉所得税額を明らかにしないままされたものである。 

したがって、各納税告知処分の前提となっている納税義務の存否のみならず、その範囲が

不明であるから、各納税告知処分は、違法である。 

また、所得税法２２２条においては、源泉徴収義務者の求償権が認められているところ、

各納税告知処分において、納付すべき税額の計算の基礎とされた受給者別の源泉所得税額等

が明らかにされなければ、納税告知処分により納付すべきこととなった源泉所得税に相当す

る金額を各受給者に求償することが不可能となってしまうから、同条が認める求償権を実効

あるものとするためには、通則法３６条２項に規定する納付すべき税額の記載としては、納

付すべき税額の計算の基礎とされた受給者別の源泉所得税額等の記載が必要であると解さ

れるから、源泉所得税額の計算の基礎を明らかにしないままされた各納税告知処分は、違法

である。 

(3) 争点(1)ウ（源泉所得税の納税地をＡビル事務所の所在地とする各納税告知処分等が適法か

否か）について 

ア 被告の主張 

所得税法１７条（平成１９年法律６号による改正前のもの。以下同じ。）は、同法２８条
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１項に規定する給与等の支払をする者のその支払につき源泉徴収をすべき所得税の納税地

は、その者の事務所、事業所その他これらに準ずるものでその支払事務を取り扱うもののそ

の支払の日における所在地とすると規定する。 

各告知処分等は、いずれもその納税地をＡビル事務所の所在地である東京都武蔵野市●●

としているところ、本件キャバクラ事業の源泉徴収義務者である原告の納税地は、平成１１

年１月以降本件キャバクラ事業に係る給与計算も行われていたＡビル事務所の所在地であ

ると認められるから、武蔵野税務署長が、原告の納税地をＡビル事務所の所在地とする各告

知処分等は、上記規定に照らして適法である。 

イ 原告の主張 

各納税告知処分等は、Ａビル事務所の所在地を源泉所得税の納税地としてされている。 

しかしながら、本件ホステスらへの支払は、Ｃ社の営業所であるＡビル事務所において、

Ｃ社の代表者である丙が行っていたものであり、原告が行っていた事実はない。 

したがって、Ａビル事務所の所在地を源泉所得税の納税地としてされた各納税告知処分等

は違法である。 

(4) 争点(1)エ（源泉所得税額の計算の基礎とされた本件ホステスらに支払われた金銭の金額の

明細の認定判断を明らかにしないでされた本件裁決が適法か否か）について 

ア 被告の主張 

審査請求手続においては、当該処分の要件事実に係る事実上又は法律上の争点について、

調査及び審理が的確になされていれば、審理不尽の違法があるということにはならないし、

当該具体的事案の解決に必要な要件事実に係る事実上又は法律上の争点についての判断が

裁決書において明らかにされていれば足りるというべきである。 

これを本件についてみると、本件裁決書は、審査請求人である原告が申し立てた不服事由

に対応して、その結論に到達した過程を十分に明らかにするものであり、裁決書に理由附記

が必要とされる趣旨、すなわち裁決の判断を慎重ならしめるとともに、裁決が裁決機関の恣

意に流れることのないようにその公平を担保し、さらに審査請求人である原告の訴訟提起に

便宜を与えるという趣旨に欠けるところはないことから、本件裁決に理由附記の不備及び判

断遺脱の違法は何ら存在しない。 

イ 原告の主張 

原告は、審査請求において、各納税告知処分における源泉所得税額の計算の基礎とされた

本件ホステスらの報酬等の金額の明細を明らかにすべきであるとして、源泉所得税額を争っ

ていたため、国税不服審判所長は、これを明らかにし、反論の機会を原告に与えた上で、認

定判断を示すべきであったにもかかわらず、本件裁決には、その認定判断が示されておらず、

審理不尽ないし理由附記の不備があるから、本件裁決は違法である。 

また、本件裁決は、源泉所得税額の計算の基礎とされた本件ホステスらの報酬等の金額の

明細の認定判断を明らかにしないままされたものであり、所得税法２２２条に定める不徴収

税額の支払金額からの控除や支払請求を不可能にするものであるから、違法である。 

(5) 争点(2)ア（本件各事業の経営主体が原告であり、その所得が原告に帰属するか否か）につ

いて 

ア 被告の主張 

事業所得の帰属者は、自己の計算と危険の下で継続的に営利活動を行う事業者であると考
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えられるところ、ある者がこのような事業者に当たるか否かについては、当該事業の遂行に

際して行われる法律行為の名義に着目するのはもとより、当該事業が行われてきた経緯、収

益の管理状況及び当該事業への関与状況等を総合し、経営主体としての実体を有するかを社

会通念に従って判断すべきである。 

上記判断基準に照らせば、以下のとおり、別紙１１順号１２、１４及び１６から１９まで

の各店舗をキャバクラ店等として使用できるように改装して第三者に転貸する事業（以下

「本件店舗転貸事業」という。）及び「Ｄ」を経営する事業（以下「本件居酒屋事業」とい

い、「本件キャバクラ事業」及び「本件店舗転貸事業」と併せて「本件各事業」という。）の

経営主体はいずれも原告であり、これらの事業から生ずる所得はいずれも原告に帰属すると

いうべきである。 

すなわち、本件キャバクラ事業については、上記(1)ア(イ)のとおり、本件キャバクラ事

業が行われてきた経緯、収益の管理状況及び本件キャバクラ事業への関与状況等からすれば、

本件キャバクラ事業の経営主体が原告であることは明らかであり、本件店舗転貸事業につい

ては、原告が、本件店舗転貸事業に係る決定権を有し、その費用を負担し、収益を管理して

いたと認められるから、本件店舗転貸事業の経営主体は原告であるというべきであり、さら

に、本件居酒屋事業については、本件居酒屋事業が開始される際の諸費用の負担状況、本件

居酒屋事業から生じた収益の管理状況及び原告の本件居酒屋事業への関与状況からすれば

本件居酒屋事業の経営主体が原告であることは明らかである。 

イ 原告の主張 

事業所得の帰属者は、収益が実質的に帰属する主体は誰かという観点から判断されなけれ

ばならないところ、本件キャバクラ事業及び本件店舗転貸事業については、確かに、原告は、

原告名義の普通預金口座等に入金された各事業の売上金を使用するなどしていたが、これは、

原告がＣ社に対してした営業譲渡の代金、営業譲渡後の経営指導の対価、新たに開店した店

舗についての資金援助等の対価等として受領したものにすぎず、経営主体はいずれもＣ社で

ある。また、本件居酒屋事業については、原告は、丁（以下「丁」という。）に対し、「Ｄ」

を月額５０万円で転貸し、丁が、Ｄの売上金や経費等を自ら管理するとともに、従業員の雇

い入れを自ら判断して行っていたのであり、原告は、同店の経営に関与していなかったので

あって本件居酒屋事業の経営主体は、丁である。 

(6) 争点(2)イ（平成１３年分及び平成１４年分の所得税の各決定処分において認定された事業

所得の金額に誤りがあるか否か）について 

ア 原告の主張 

(ア) 平成１３年分の所得税の決定処分において認定された事業所得の金額については、以

下のとおり、必要経費が控除されておらず、明らかな誤りがある。 

ａ 水道光熱費について 

水道光熱費には、Ｃ社名義の普通預金口座から口座振替で支払われていたものがあ

るが、これが欠落してしまっており、明らかに過少である。 

平成１３年分の水道光熱費の金額は、合計６８９万０９０４円を下らない。 

ｂ 旅費及び交通費について 

旅費及び交通費として、「両替状況」に記載された合計１７万８０００円のみが認

定されている。 



7 

しかしながら、Ｃ社は、平成１４年９月以前には、交通の便が良くないＥ及びＦに

おいて、帰宅等にタクシーを利用したホステスに対し、交通費を支給しており、平成

１３年に支払われたタクシー代の金額は、Ｅについて、１７３万７４９０円、Ｆにつ

いて、１５０万４４１０円、合計３２４万１９００円である。 

したがって、平成１３年度の旅費及び交通費の金額は、合計３４１万９９００円を

下らない。 

ｃ 通信費について 

通信費が認定されていないが、各店舗で支払われていた電話代については、「リス

ト表」や「月間状況」に記載されており、「リスト表」に記載されていたＧ、Ｅ及び

Ｈの３店舗の電話代の金額だけでも、合計５６万１６３５円となり、平成１３年分の

通信費は、同金額を下らない。 

ｄ 福利厚生費について 

福利厚生費が認定されていないが、Ｃ社においては、従業員の士気高揚のため、各

店舗の幹部や従業員を飲みに連れていったり、成績の良かった店舗の従業員に対し報

奨を出しており、Ｉの転貸料月額５０万円をこのような経費に充てていたから、平成

１３年分の福利厚生費の金額は、毎月５０万円として、合計６００万円を下らない。 

ｅ リース料について 

リース料として「両替状況」に記載された７７６万円のみが認定されている。 

しかしながら、Ｊリース料が欠落しており、明らかに過少である。 

「リスト表」に記載された平成１３年のＪリース料の金額は、少なくとも１６３万

５４３３円となっており、平成１３年分のリース料の金額は、合計９３９万５４３３

円を下らない。 

(イ) 平成１４年分の所得税の決定処分において認定された事業所得の金額については、以

下のとおり、必要経費が控除されておらず、明らかな誤りがある。 

福利厚生費について 

平成１４年４月以降について、月額５０万円の福利厚生費が認定されているが、Ｉの転

貸料月額５０万円を従業員の福利厚生費に充てていたのは同様であるから、同年１月から

同年３月までについても、毎月５０万円、合計１５０万円の福利厚生費が認められるべき

である。 

イ 被告の主張 

(ア) 平成１３年分の所得税の決定処分において認定された事業所得の金額について 

ａ 水道光熱費について 

電気料金、水道料金及びガス料金（以下「水道光熱費」ともいう。）については、

水道光熱費の科目において、１８万４０００円が認定されているほか、以下のとおり、

地代家賃及び雑費の科目において、必要経費として認定されている。 

(a) 地代家賃として認定された水道光熱費について 

賃貸借契約において、電気料金及び水道料金又は水道光熱費及び共益費等を地代

家賃と併せて支払うこととされるものについては、地代家賃の科目において、必要

経費として、以下のとおり認定されている。なお、賃貸借契約において、水道光熱

費及び共益費等を地代家賃と併せて支払うこととされており、それぞれの費用の金
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額が明らかでないものについては、水道光熱費及び共益費等として認定されている。 

電気料金 ７６３万５１５０円 

水道料金 ２１７万５６６５円 

水道光熱費及び共益費等 ３８１万６３９９円 

合計 １３６２万７２１４円 

(b) 雑費として認定された水道光熱費について 

「月間状況」に記載されたもののうち、雑費として認定された７７９万５４９３

円には、ガス料金１０万１３０１円及びガス料金をその他の費用と併せて支出した

２１万４６５５円が含まれている。 

同様に、「両替状況」に記載されたもののうち、雑費として認定された７８３万

９０００円にも、水道光熱費をその他の費用と併せて支出した４０８万円が含まれ

ている。 

ｂ 旅費及び交通費について 

原告は、平成１３年分のホステスの深夜タクシー代を支払ったと主張するが、これ

に沿う証拠としては、丙の陳述書（甲６）を提出するのみである。丙の陳述書の内容

は具体性に欠ける上、他に支払の事実を具体的に示す証拠は何ら存在しないことに鑑

みれば、原告がこれらの費用を必要経費として支払った事実を認めることはできない。 

ｃ 通信費について 

原告が主張する電話代は、「リスト表」から抽出したものである。 

これに対し、平成１３年分の所得税の決定処分においては、「月間状況」及び「両

替状況」に基づき、雑費の金額が認定されているところ、「リスト表」に記載された

通信費については、「月間状況」の「その他」欄又は「雑費」欄に記載されている。 

したがって、原告が主張する通信費の金額については、雑費の科目において、必要

経費として認定されている。 

ｄ 福利厚生費について 

上記ｂと同様に、原告は、平成１３年分の従業員との飲食代等を支払ったと主張す

るが、これに沿う証拠としては、丙の陳述書（甲６）を提出するのみである。丙の陳

述書の内容は具体性に欠ける上、他に支払の事実を具体的に示す証拠は何ら存在しな

いことに鑑みれば、原告がこれらの費用を必要経費として支払った事実を認めること

はできない。 

また、ある支出が必要経費として控除され得るためには、それが事業活動と直接の

関連を持ち、事業の遂行上必要な費用でなければならないところ、キャバクラ事業に

おいて、原告が主張する費用は、必ずしも事業の遂行上必要な費用であるとはいえな

い。 

さらに、ある年分において、必要経費として認定しているからといって、その支払

の事実すら確認することができないその他の年分について、それを当然に必要経費と

して認定すべきものではない。 

ｅ リース料について 

原告は、少なくとも平成１３年分のＪリース料として１６３万５４３３円が認定さ

れるべきであると主張する。 
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しかしながら、平成１３年分のＪリース料及びカラオケ代について、リース料とし

て認定した７７６万円のほか、雑費においても、「月間状況」に基づき、合計２６７

万４６３８円が認定されており、原告が主張する上記金額については、雑費の科目に

おいて、必要経費として認定されている。 

(イ) 平成１４年分の所得税の決定処分において認定された事業所得の金額について 

福利厚生費について 

上記(ア)ｄと同様に、原告は、平成１４年１月から同年３月までの分の従業員との飲食

代等を支払ったと主張し、これに沿う証拠として、丙の陳述書（甲６）を提出するが、丙

の陳述書の内容は具体性に欠け、原告が、これらの費用を必要経費として支払った事実を

認めることはできない。 

また、キャバクラ事業において、原告が主張する費用は、必ずしも事業の遂行上必要な

費用であるとはいえず、さらに、ある年分において、必要経費として認定しているからと

いって、その他の年分について、それを当然に必要経費として認定すべきものでもない。 

(7) 争点(2)ウ（原告がＢ発行に係る私募債の償還差益等及び乙に資金を預けて運用を依頼した

ことによる運用益に係る雑所得を得たか否か）について 

ア 被告の主張 

(ア) 本件私募債に係る償還差益等について 

原告は、Ｂに対する投資に係る所得については、所得は実現していないと主張するが、

Ｂ発行に係る別紙８の各私募債（以下「本件私募債」という。）は、償還期限が短期間の

もののほか、償還期限に確定した利益だけを分配するのではなく、償還期限までの期間を

４半期に分け、それぞれの期間で運用益が発生した場合には償還期限前にも利益の分配が

されるものである。したがって、償還期限及び４半期ごとの利益分配の精算日に運用益が

発生していれば、購入者には償還差益等を請求する権利が確定的に発生し、その時点で所

得が実現することになるから、その償還差益等は、その権利が発生した日の属する年の課

税所得に算入される。 

そして、本件私募債の償還差益等は、償還差益等に係る運用報酬等及び送金手数料の金

額を支払い、実際に別紙８の「決済（入金）年月日」欄のとおり入金されているのである

から、本件私募債の償還差益等は、償還期限及び利益分配精算日において、平成１５年中

に合計８２６万３５６６円、平成１６年中に合計４１８万７０５５円の金額で、その権利

が確定していることは明らかである。 

(イ) 本件提供資金の運用により得た利益について 

原告は、乙との間で、原告が平成１１年から平成１６年までの間に乙に提供した資金（以

下「本件提供資金」という。）の運用期限あるいは運用利益の支払期日等をあらかじめ定

めず、その運用を乙に任せていたものである。原告は、乙に対して、平成１１年から平成

１６年までの間に本件提供資金として合計５３７２万０８２０円を提供し、これに対して、

平成１６年中において、乙から合計６５２１万０３２３円を受領しているものである。 

したがって、原告は、乙に本件提供資金を提供した結果として、平成１６年中において、

受領した金額６５２１万０３２３円と本件提供資金の金額５３７２万０８２０円との差

額である１１４８万９５０３円の利益を得ていたことが認められる。同利益は、その受領

した平成１６年中に実現した所得であることから、同年分の課税所得となる。 
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イ 原告の主張 

(ア) 平成１５年分及び平成１６年分のＢに対する投資に係る所得については、所得は実現

していない。 

(イ) 乙との取引に係る平成１６年分の所得については、本件提供資金は、乙に対する貸付

金であるところ、原告が実際に乙に貸し付けた金銭の累計額は、原告が乙から受け取った

金銭の累計額よりも多いから、原告は、乙との取引により所得を得ていない。 

なお、原告は、乙に対し、株取引資金として、被告が主張する金銭のほかに、少なくと

も以下のとおり資金を提供した。 

平成１０年４月１３日 ２００万円 

平成１２年２月８日 １２８万円 

平成１２年７月２１日 １８０万円 

平成１２年１０月１２日 ４３万円 

平成１２年１１月８日 １８０万円 

平成１２年１１月１５日 ２０万円 

(8) 争点(2)エ（各賦課決定処分が適法か否か）について 

ア 被告の主張 

(ア) 重加算税の制度の趣旨は、納税者が隠ぺい又は仮装という不正手段を用いていた場合

に、過少申告加算税又は無申告加算税よりも重い行政上の制裁を科することによって、悪

質な納税義務違反の発生を防止し、もって申告納税制度による適正な徴税の実現を確保し

ようとすることにある。 

したがって、重加算税を課するためには、納税者のした過少申告行為又は無申告行為そ

のものが隠ぺい、仮装に当たるというだけでは足りず、過少申告行為又は無申告行為その

ものとは別に、隠ぺい、仮装と評価すべき行為が存在し、これに合わせた過少申告がされ、

又は法定申告期限までに申告がされなかったことを要するものである。しかし、重加算税

制度の趣旨に鑑みれば、架空名義の利用や資料の隠匿等の積極的な行為が存在したことま

で必要であると解するのは相当でなく、納税者が、当初から所得を過少に申告し、又は申

告しないことを意図し、その意図を外部からもうかがい得る特段の行動をした上、その意

図に基づき、過少申告をし、又は申告をしなかったような場合には、重加算税の賦課要件

が満たされるものと解すべきである。 

これを本件についてみると、以下のとおり、原告は、本件各年分の所得税について、単

に過少申告を行った、あるいは申告を行わなかったものであるというだけではなく、課税

標準等又は税額等の計算の基礎となるべき事実の全部又は一部を隠ぺいし、又は仮装し、

その隠ぺいし、又は仮装したところに基づき過少な申告を行い、あるいは申告を行わなか

ったというべきであるから、本件各賦課決定処分は適法である。 

(イ) 原告は、本件各事業の経営主体が原告であるにもかかわらず、警察による摘発、ある

いは所得税等の課税を回避するために、Ｃ社名義等で店舗の賃貸借契約を締結し、また、

食品衛生法に基づく営業許可及び風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（以

下「風営法」という。）に基づく営業許可（以下、これらを併せて「風営法等の許可」と

いう。）を取得するなどして、あたかも本件各事業の経営主体が当該法人等であるかのよ

うに事実を仮装し、本件各事業に係る所得が原告に帰属するものではないかのような状況
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を作出した上で、本件各事業に係る事業所得を課税対象とせずに、確定申告書を提出せず、

あるいは過少申告を行っていた。 

そして、原告は、上記の仮装行為により課税を免れた資金を株式や匿名組合への投資等

へ流用し、譲渡所得及び雑所得の基因となる各所得を得ていたにもかかわらず、これらの

所得についても所得税の課税を免れていた。このうち、雑所得については、極めて秘匿性

の高いスイスの銀行の匿名口座を利用して、あるいは乙に資産を運用させて得た所得など

であり、原告は、このように課税庁において把握が困難な所得をあえて申告しなかったと

認められる。 

(ウ) また、原告は、平成１５年及び平成１６年分の所得税の確定申告において、上場株式

等の譲渡所得の一部のみについて申告しているが、この点に関し、原告は、所得税の公示

制度の適用を回避するために所得税額が１０００万円以下になるようにしたものであり、

世田谷税務署に赴き、Ｋ証券及びＬ証券発行の特定口座年間取引報告書のうち、いずれか

一方のみを職員に提示し、申告する所得が当該株式譲渡に係るものだけであると説明し、

申告書の作成指導を受けたものである。 

そうすると、原告は、確定的な意図の下に、上場株式等の譲渡所得を過少に申告するこ

とを意図し、その意図を外部からもうかがい得る特段の行動をした上、その意図に基づき

あえてこれを申告しなかったものというべきである。 

イ 原告の主張 

(ア) 原告には、各所得について、通則法６８条１項又は２項に規定する隠ぺい又は仮装行

為はないから、本件における各重加算税の賦課決定処分は違法である。 

(イ) 事業所得及び消費税等について 

本件各事業の経営主体は、原告ではなく、原告には隠ぺい及び仮装行為はない。仮に、

本件各事業の経営者が原告と認定されたとしても、原告は、上記(5)イのとおり、本件各

事業の経営主体は自分ではないと確信しており、原告には、本件各事業の経営主体が原告

であるとの認識はなかったから、隠ぺい及び仮装行為の故意がない。 

(ウ) 雑所得（平成１５年分及び平成１６年分）について 

ａ Ｂに対する投資に係る利益については、原告は、それが実現したという認識を有し

ていなかった。 

また、原告は、資金の運用をＭに任せており、Ｂが、海外の証券市場等で株取引を

行うなどして資金を運用する便宜上、スイスの銀行口座を利用したものであり、原告

自身は、当該口座が秘匿性が高いことなど認識がなかったし、本件私募債の償還差益

等について全く認識していなかった。 

なお、原告は、Ｍの代表取締役であった戊（以下「戊」という。）から、資金運用

によって得た利益について申告が必要であるとの説明を受けたこともなかった。 

ｂ 本件匿名組合分配金については、分配金支払時に源泉所得税が差し引かれていたこ

とから、原告は、当該分配金は源泉徴収だけで課税関係が終了し、申告を要しないと

思っていた。 

また、『Ｎ』商品概要説明資料には、雑所得になるか否かについては見解が分かれ

るという記載がされている。 

なお、原告は、ファンドを取り扱った証券会社の職員から、税金についての説明は
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受けておらず、確定申告が必要であるとの認識はなかった。 

ｃ 本件提供資金の運用益については、原告は、被告が主張する金銭のほかにも、多額

の金銭を渡しており、貸付金残高が残っていると認識していたから、所得の存在を認

識していなかった。 

(エ) 上場株式等に係る譲渡所得（平成１５年分及び平成１６年分）について 

原告は、原告自身の名義で株取引をしており、隠ぺい及び仮装行為はない。 

当時、資産家を狙った強盗団が、世間を騒がせており、原告は、幼い子供を抱えていた

ため、高額所得者として公示されてしまうことにより、家族に危害が及ぶことを深刻に危

惧していた。そこで、やむを得ず、上場株式等に係る譲渡所得の一部のみについて、確定

申告をした。 

「所得税の公示制度の適用を回避するため」というのは、過少申告をした動機にすぎず、

過少申告をする場合には、何らかの動機が存在するのが通常であり、これをもって「確定

的な意図の下に、上場株式等の譲渡所得を過少に申告することを意図」したというのは妥

当でない。 

また、税務署職員に申告書の作成指導を受けたからといって、作成の補助を受けただけ

であり、作成者は原告本人である。このような場合にまで、過少申告の意図を外部からう

かがい得る特段の行動に当たるとすれば、過少申告の過程で、税務署職員の補助を受けた

場合には、全て重加算税の対象となりかねない。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争点(1)ア（本件各ホステスに支払われた金銭が、給与等（所得税法２８条１項、１８３条１

項）に該当し、原告が、本件キャバクラ事業の経営主体として、上記給与等について源泉所得税

の徴収義務を負うか否か）について 

(1)ア 被告は、原告から本件各ホステスに支払われていた金銭は、所得税法２８条１項に規定

する給与等に該当し、同項に規定する給与所得に該当すると主張するのに対し、原告は、

ホステス業は、所得税法２７条１項に規定するサービス業その他の事業であり、本件各ホ

ステスに支払われた金銭は、同法２０４条１項６号に規定する報酬に該当し、同法２８条

１項に規定する給与所得ではなく、同法２７条１項に規定する事業所得に該当すると主張

するので、まずこの点について検討する。 

イ 事業所得とは、自己の計算と危険において独立して営まれ、営利性、有償性を有し、か

つ、反復継続して遂行する意思と社会的地位とが客観的に認められる業務から生ずる所得

をいい、これに対し、給与所得とは、雇用契約又はこれに類する原因に基づき使用者の指

揮命令に服して提供した労務の対価として使用者から受ける給付をいい、給与所得につい

ては、取り分け、給与支給者との関係において何らかの空間的、時間的な拘束を受け、継

続的ないし断続的に労務又は役務の提供があり、その対価として支給されるものであるか

どうかが重視されなければならない（最高裁昭和５６年４月２４日第二小法廷判決・民集

３５巻３号６７２頁参照）。 

ウ そこで、このような観点から、本件各ホステスに支払われた金銭の性質について検討す

ると、各文末に掲記した証拠及び弁論の全趣旨によれば、以下の事実が認められる。 

(ア) 本件各ホステスは、入店（採用）時に、給料日、給与、待遇、同伴出勤、ペナルテ

ィ、退店、免職及び就業規則のほか、接客態度等が記載された本件各店舗の「就業シス



13 

テム」と題する書面に基づいて説明を受け、これに署名及び押印をした（乙８、２２、

２３）。 

そして、本件各ホステスは、最初の面接時に、出勤することができる日数や、曜日、

時間等を各店長に話し、入店（採用）後は、各店長から出勤日や入退店時刻等について

指示を受け、それに従って出勤し、各店長により入退店時刻をタイムカードによって管

理され、また、各店長からの指示によって他店において勤務することもあった（乙８、

２２）。 

(イ) 本件各ホステスは、基本的に、客からの指名等の実績に応じて算出された時給に、

勤務時間を乗じた上、欠勤や遅刻等による減額をして算出された金額の現金を日払い又

は月払いにより支給されていた（乙８、２２、２３）。そして、本件各ホステスは、採用

後１か月間は、その出勤日数等により、２０００円から３０００円までの時給が保証さ

れており、また、上記のとおり、時給が客からの指名等の実績に応じて算出されるよう

になっても、契約出勤日に出勤しなかったことや週末（金曜日から日曜日まで）の出勤

日数が月８日以下であったことなどにより減額をされない限り、最低限２０００円の時

給が保証されていた（乙２３）。 

(ウ) 本件各店舗においては、常連客から掛売りの申出等がされた場合には、最終的には

各店長の責任で掛売りをすることとされており、常連客がよく指名していたホステスを

通じて売掛金を回収することもあったものの、回収することができなければ、各店長の

給料から売掛金が差し引かれており、本件各ホステスは、売掛金を回収する責任等を負

っていなかった（乙１４、２２）。 

なお、原告は、指名客の売掛金については、本件各ホステスが売掛金を回収する責任

を負っていたと主張するが、これを認めるに足りる証拠はない。 

エ 以上のとおり、本件各ホステスは、本件各店舗の「就業システム」と題する書面に沿う

内容の雇用契約又はこれに類する原因に基づき、各店長から指示を受け、各店舗又は他店

において勤務するとともに、各店長から出勤日や入退店時刻等について指示を受け、入退

店時刻をタイムカードによって管理されるなど、各店長の指揮命令に服して、空間的、時

間的な拘束を受け、継続的ないし断続的に労務又は役務を提供し、その対価として、時給

に勤務時間を乗じるなどして算出された金額の現金を日払い又は月払いにより支給されて

いたものというべきであって、本件各ホステスに支払われた金銭は、所得税法２８条１項

に規定する給与等に該当し、同項に規定する給与所得に該当すると認められる。 

オ これに対し、原告は、本件各ホステスは、各店長との間で合意した出勤日の出勤時間以

降に業務上の拘束を受けていたにすぎず、また、本件各ホステスについては、時給が客か

らの指名等の実績に応じて算出されたり、支給される現金の金額がドリンクバック制度等

により加算され、大きく増減することから、本件各ホステスに支払われた金銭は、所得税

法２０４条１項６号に規定する報酬に該当し、同法２８条１項に規定する給与所得ではな

く、同法２７条１項に規定する事業所得に該当すると主張する。 

しかしながら、合意した出勤日の出勤時間以降に業務上の拘束を受けることや、支給を

受ける金額が増減することなどは、事業所得のみにみられるものではなく、給与所得であ

ってもみられるものであり、上記アないしエで述べたとおり、本件各ホステスの所得は給

与所得に該当するから、原告の上記主張は採用することができない。 
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(2)ア 上記(1)エのとおり、本件各ホステスに支払われた金銭は、所得税法２８条１項に規定す

る給与等に該当し、同項に規定する給与所得に該当すると認められるところ、上記(1)イの

とおり、給与所得とは、雇用契約又はこれに類する原因に基づき使用者の指揮命令に服し

て提供した労務の対価として使用者から受ける給付をいうことからすると、給与等に係る

源泉徴収義務者である給与等の支払をする者（所得税法１８３条１項）とは、雇用契約等

に基づき労務等の提供を受け、被用者等を指揮命令し、その対価を支給する義務を負う者、

すなわち実質的に自己の計算において事業を営んでいる者（以下「経営主体」という。）を

いうと解される。 

そして、経営主体については、事業の状況や、収支の管理状況及び帰属、事業の経営へ

の関与等を総合考慮し、実質的に自己の計算において事業を営んでいると認められる者が

誰であるかによって判断すべきである。 

イ そこで、このような観点から、本件キャバクラ事業の経営主体が誰であるかについて検

討する。 

(ア) まず、事業の状況をみると、各文末に掲記した証拠及び弁論の全趣旨によれば、以

下の事実が認められる。 

ａ 原告は、平成６年６月、広告代理業等を営む会社に勤務する一方で、ミュージッ

クパブを開店し、その後、同店をホステス１人が客１人に付いて接客するキャバク

ラ店として営業するようになった（乙５）。 

そして、原告は、他にもキャバクラ店や飲食店を開店し、また、飲食店の店舗を

賃借し、転貸して事業を拡大し、平成１０年１２月には、キャバクラ店２店舗を経

営するとともに、キャバクラ店等の複数の飲食店の店舗を転貸するなどしていた（乙

５）。 

ｂ 原告は、平成１０年秋には、知人であり、かつ、証券会社に勤務していたことが

あった丙と共に投資コンサルタント業を営むことを計画し、丙の友人であり、かつ、

証券会社に勤務していたことがあったＯ（以下「Ｏ」といい、丙と併せて「丙ら」

という。）を加え、平成●年●月●日、原告が費用を全て負担し、丙を代表取締役、

原告を取締役としてＣ社を設立した（乙７ないし９）。 

しかし、原告、丙らは、資金不足等でＣ社により投資コンサルタント業を営むこ

とができず、他の事業を営むことを計画したが、いずれも実現することができずに

断念し、原告は、原告が経営していたキャバクラ事業を丙らに手伝わせることとし、

丙らを従業員として月額３０万円の給料で雇い、売上金の回収方法、ホステスらの

給料の計算方法その他キャバクラ店の事務全般について指導した（乙６ないし９）。 

そして、原告は、平成１１年４月、原告が本件キャバクラ事業を経営して収入を

得ていることについて税務署に気付かれないようにするために、原告がＣ社の取締

役を辞任した旨の登記を丙にさせた一方で、キャバクラ店等の飲食店を経営するに

当たり、風営法等の許可をＣ社名義で取得することとし、風営法上の飲食店の経営

をＣ社の目的とする旨の登記を丙にさせた（甲１、４、乙４、５ないし７、１０）。 

ｃ 原告は、平成１１年４月以降、丙に指示して、風営法等の許可をＣ社名義で取得

し、原告が費用を負担してキャバクラ店を開店した（乙７、１０）。 

しかし、平成１２年に、風営法等の許可をＣ社名義で取得していたキャバクラ店
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が警察に摘発され、行政書士から、風営法等の許可をＣ社名義で新たに取得するこ

とはできないであろうなどといわれたため、その後、原告は、風営法等の許可を丙

ら又は本件各店舗の従業員名義で取得するようになった（乙６、１０）。 

ｄ 原告は、原告が経営するキャバクラ店の店舗数が増えてきた平成１４年には、丙

の提案等により、風営法等の許可をＯ名義で取得し、かつ、店舗の運営管理をＯに

させていたキャバクラ店について、風営法等の許可をＯを代表者とする法人名義に

変更することとした（乙１１、１２）。 

そこで、Ｏは、平成●年●月●日、原告と相談の上、キャバクラ事業の収益から

出資金を支出して、Ｏを取締役として有限会社Ｐ（以下「Ｐ社」という。）を設立し、

風営法等の許可をＯ名義で取得していたキャバクラ店について、Ｐ社名義に変更す

るとともに、丙らは、原告に報告の上、キャバクラ事業の収益から保証金等を支出

して、新たにＰ社名義で店舗を賃借し、かつ、風営法等の許可を取得し、キャバク

ラ店を開店した（甲１、４、乙４、１１ないし１３）。 

ｅ このようにして、平成１７年４月には、本件各店舗としてキャバクラ店１５店舗

が営業されていた（甲１）。 

(イ) 次に、収支の管理状況及び帰属をみると、各文末に掲記した証拠及び弁論の全趣旨

によれば、以下の事実が認められる。 

ａ 丙らは、営業日ごとに、本件各店舗の各店長に、営業日報に当たるものとして、

現金売上げや、クレジットカード売上げ、本件ホステスらの日払給料等の支払、現

金残高等が記載された「リスト表」という一覧表を作成させ、翌営業日の開店前に、

「リスト表」、現金売上金及び日払給料の受領書をＡビル事務所に届けさせ、これら

を確認した上で、整理するなどし、本件キャバクラ事業の現金出納帳に当たる「両

替状況」という一覧表や、「月間状況」という月報を作成していた（乙１４、１５）。 

そして、原告は、Ａビル事務所に行き、「リスト表」等の一覧表を確認したり、丙

から報告を受けたりして、本件各店舗の売上げや経費の金額等を確認していた（乙

７、８）。 

ｂ 本件各店舗におけるクレジットカード売上金は、Ｑ銀行練馬富士見台支店の原告

名義の普通預金口座（以下「本件原告名義口座」という。）、Ｑ銀行吉祥寺支店のＯ

名義の普通預金口座（以下「本件Ｏ名義口座」という。）及びＱ銀行吉祥寺支店等の

Ｃ社名義の普通預金口座に入金されていた（乙５、７、１４、１６、１７）。 

そして、原告は、本件原告名義口座及び本件Ｏ名義口座の各キャッシュカードを

管理しており、本件原告名義口座に入金されたクレジッドカード売上金によって原

告名義で賃借していた店舗の賃料等の支払をしていたほか、本件原告名義口座及び

本件Ｏ名義口座に入金された売上金によって原告の株取引等の支払をしていた（乙

６、８、１１、１２）。 

他方で、丙らは、Ｃ社名義の預金口座に入金されたクレジットカード売上金及び

上記ａのとおりＡビル事務所に届けさせた現金売上金によって本件ホステスらの給

与等や本件各店舗の家賃等の経費等の支払をしていたほか、原告からの指示等で１

回に１００万円ないし１０００万円台の現金を原告に渡していた（乙６、８、１１、

１２、１８）。 
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上記のとおり、本件原告名義口座又は本件Ｏ名義口座に入金されたクレジットカ

ード売上金及び原告に渡された現金の合計金額は、以下の金額を下らない（以下の

金額の範囲では当事者間に争いがない。）。 

平成１４年                   １億１８８１万０８４９円 

平成１５年                     ８７１２万４８０８円 

平成１６年                     ８５８６万１７９１円 

ｃ 本件キャバクラ事業の管理が行われていたＡビル事務所については、Ｃ社名義で

賃貸借契約が締結されたが、賃貸借契約の締結に当たり、原告が、保証金等の全て

の費用を負担した（乙７、８）。 

また、原告は、本件各店舗を賃借するに当たり、原告が保証金等を負担したり、

内装工事費用を負担し、施工業者を手配するなどした（乙５、７、１０）。 

(ウ) さらに、事業の経営への関与をみると、各文末に掲記した証拠及び弁論の全趣旨に

よれば、新たにキャバクラ店を開店するに当たっては、丙らから報告を受けるなどして、

原告が決定していたこと（乙５、７、１０）、また、原告は、本件各店舗の各店長ら管理

職の異動を丙らに指示したり、本件各店舗に勤務していた従業員の独立を許可したり、

本件各店舗の従業員が逮捕されないように客引きをしつこくしないように丙らに指示す

るなどしており、本件各店舗の各店長からは「オーナー」と呼ばれていたこと（乙９、

１５、２０、２１）がそれぞれ認められる。 

ウ 以上のとおり、事業の状況をみると、原告は、本件キャバクラ事業を経営して収入を得

ていることを税務署に気付かれないようにするため、本件各店舗について、風営法等の許

可をＣ社名義、丙ら若しくは本件各店舗の従業員名義又はＰ社名義で取得したり、Ｐ社名

義で店舗を賃借するなどするようになったと認められ、原告が本件キャバクラ事業を開始

したというべきであること、収支の管理状況及び帰属をみると、原告は、丙らが作成した

「リスト表」等の一覧表を確認したり、丙から報告を受けたりして、本件各店舗の売上げ

や経費の金額等を確認しており、また、原告の株取引等の支払がされていた本件原告名義

口座又は本件Ｏ名義口座に入金されたクレジットカード売上金及び原告に渡された現金の

合計金額は、少なくとも８０００万円ないし１億１０００万円台にも上り、さらに、本件

キャバクラ事業の管理が行われていたＡビル事務所や本件各店舗を賃借するに当たり、保

証金等を負担したり、本件各店舗の内装工事費用を負担するなどしたと認められ、原告が

本件キャバクラ事業の収支を管理しており、その収支も原告に帰属していたというべきで

あること、事業の経営への関与をみると、原告が、本件各店舗を開店することを決定し、

また、原告は、本件各店舗の各店長ら管理職の異動を丙らに指示したり、本件各店舗に勤

務していた従業員の独立を許可するなどしており、本件各店舗の各店長からはオーナーと

呼ばれていたと認められ、原告は本件キャバクラ事業を実質的に経営していたというべき

であることなどを総合考慮すれば、実質的にみて、自己の計算において本件キャバクラ事

業を営んでいると認められる者が原告であることは明らかであり、本件キャバクラ事業の

経営主体は原告であるというべきである。 

したがって、本件ホステスらに支払われた給与等に係る源泉徴収義務者は原告であると

いうべきである。 

エ これに対し、原告は、Ｃ社に対する営業譲渡や、経営ノウハウの提供、経営指導、新た
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に開店した店舗についての資金援助等の対価として金銭を取得していたものであるなどと

主張するが、下記５(4)のとおり上記営業譲渡等の存在は認めることができず、原告の上記

主張は上記認定事実に反するものであって採用することができない。 

なお、原告は、丙は、本件キャバクラ事業の売上げが良くない月には、給料を取らなか

ったり、丙らは、本件キャバクラ事業の資金繰りをみながらボーナスを分配したりしてお

り、丙らは、本件キャバクラ事業の経営主体であるＣ社の経営者として本件キャバクラ事

業の収益から報酬を得ていたと主張し、丙らが本件キャバクラ事業の経営主体であるかの

ような主張をしている。 

原告は、丙らの給料の金額の決定等については一定の範囲内で丙に委ねていたことがう

かがわれるところ（乙５）、丙が本件キャバクラ事業の売上げが良くない月に給料を取らな

かったり、丙らが本件キャバクラ事業の資金繰りをみながらボーナスを分配したりしたこ

とがあったとしても、証拠（乙８ないし１０、１３）及び弁論の全趣旨によれば、基本的

に、丙らは、当初は月額３０万円、その後の昇給により平成１６年３月頃には月額６０万

円の固定給を受けていたにとどまるものと認められることに加え、原告は、丙らとは比較

にならないほどの極めて高額な利益を得ていたものと認められることなど、上記イの事実

に照らせば、丙らが本件キャバクラ事業の経営主体であったとは到底認めることはできず、

本件キャバクラ事業の経営主体は原告であるという上記判断は何ら左右されるものではな

い。 

２ 争点(1)イ（源泉所得税額の計算の基礎とされた本件ホステスらに支払われた金銭の金額の明

細を明らかにしないでされた各納税告知処分が適法か否か）について 

(1) 通則法３６条２項は、納税の告知は、税務署長が、納付すべき税額、納期限及び納付場所

を記載した納税告知書を送達して行うと規定する。 

これを本件についてみると、証拠（乙２４の１、乙２５の１）によれば、本件各告知書には、

いずれも納付すべき税額、納期限及び納付場所が記載されていたことが認められる。 

(2) これに対し、原告は、各納税告知処分は、源泉所得税額の計算の基礎とされた本件ホステ

スらの報酬等の金額の明細、すなわち報酬等の算定の基礎とされている基本給や手当等の金額

及び受給者の氏名及び住所並びに受給者別の源泉所得税額を明らかにしないままされたもの

であり、各納税告知処分の前提となっている納税義務の存否のみならず、その範囲が不明であ

るから、違法であると主張し、また、所得税法２２２条においては、源泉徴収義務者の求償権

が認められているところ、各納税告知処分において、納付すべき税額の計算の基礎とされた受

給者別の源泉所得税額等が明らかにされなければ、納税告知処分により納付すべきこととなっ

た源泉所得税に相当する金額を各受給者に求償することが不可能となってしまうから、同条が

認める求償権を実効あるものとするためには、通則法３６条２項に規定する納付すべき税額の

記載としては、納付すべき税額の計算の基礎とされた受給者別の源泉所得税額等の記載が必要

であると解されると主張する。 

しかしながら、受給者別の源泉所得税額等を納税通知書に記載すべきとする法令の定めはな

い。 

また、源泉徴収の対象となるべき所得の支払がされるときは、支払者は、法令の定めるとこ

ろに従って所得税を徴収して国に納付する義務を負うが、この納税義務は所得の支払の時に成

立し、その成立と同時に特別の手続を要しないで納付すべき税額が法令の定めるところに従っ
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て当然に、いわば自動的に確定するものとされており（通則法１５条）、支払者は、自動的に

確定した税額を、法令に基づいて自ら算出し、これを支払額より徴収して国に納付すべきこと

となる。 

したがって、源泉所得税についての納税の告知は、課税処分ではなく、自動的に税額が確定

した国税債権につき納期限を指定して納税義務の履行を請求する行為、すなわち徴収処分であ

って、支払者の納税義務の存否及び範囲は、処分の前提問題であるにすぎず、受給者の源泉徴

収による納税義務の存否及び範囲にいかなる影響も及ぼし得るものではない。（最高裁昭和４

５年１２月２４日第一小法廷判決・民集２４巻１３号２２４３頁参照） 

そうすると、支払者は、納付すべき税額と同じく求償額も法令に基づいて自ら算出すべきで

あるし、源泉所得税についての納税の告知は、受給者の源泉徴収による納税義務の存否及び範

囲に影響を及ぼさないのであるから、原告が主張するように、所得税法２２２条に規定する源

泉徴収義務者の求償権を実効あるものとするために、通則法３６条２項に規定する納付すべき

税額として、受給者別の源泉所得税額等の記載が必要であると解すべき理由も乏しいといわざ

るを得ない。 

以上によれば、原告の上記主張は、いずれも採用することができず、各納税告知処分には、

原告が主張するような違法はない。 

３ 争点(1)ウ（源泉所得税の納税地をＡビル事務所の所在地とする各納税告知処分等が適法か否

か）について 

所得税法１７条は、同法２８条１項に規定する給与等の支払をする者のその支払につき源泉徴

収をすべき所得税の納税地は、その者の事務所、事業所その他これらに準ずるものでその支払事

務を取り扱うもののその支払の日における所在地とすると規定する。 

証拠（乙２４の１、２、乙２５の１、２）によれば、各納税告知処分及び各賦課決定処分（以

下、これらを併せて「各納税告知処分等」という。）は、いずれも納税地をＡビル事務所の所在

地である東京都武蔵野市●●としていたことが認められる。 

そして、上記１(2)ウのとおり、本件ホステスらに支払われた給与等に係る源泉徴収義務者は

原告であるというべきであるところ、上記１(2)イ(イ)ａのとおり、原告が「リスト表」等の一

覧表を確認したり、丙から報告を受けたりして本件各店舗の売上げや経費の金額等を確認してい

たＡビル事務所は、原告がその業務のために使用する事務所であるということができ、また、証

拠（乙２２、２３）によれば、平成１１年１月以降、Ａビル事務所において、本件ホステスらに

支払われた給与等に係る計算をしていたことが認められるから、Ａビル事務所は、原告の事務所

として給与等の支払事務を取り扱う場所であったというべきである。 

したがって、本件ホステスらに支払われた給与等に係る源泉所得税の納税地をＡビル事務所の

所在地とする各納税告知処分等には、原告が主張するような違法はない。 

なお、原告は、源泉徴収義務者ではないから、原告の住所地に送達された各納税告知処分等は

違法であるとも主張するが、上記のとおり、原告は、本件ホステスらに支払われた給与等に係る

源泉徴収義務者であるというべきであるから、原告の上記主張も、採用することができない。 

４ 争点(1)エ（源泉所得税額の計算の基礎とされた本件ホステスらに支払われた金銭の金額の明

細の認定判断を明らかにしないでされた本件裁決が適法か否か）について 

原告は、審査請求において、各納税告知処分における源泉所得税額の計算の基礎とされた本件

ホステスらの報酬等の金額の明細を明らかにすべきであるとして、源泉所得税額を争っていたた
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め、国税不服審判所長は、これを明らかにし、反論の機会を原告に与えた上で、認定判断を明ら

かにすべきであったにもかかわらず、本件裁決は、その認定判断を明らかにしないでされたもの

であり、本件裁決には、審理不尽ないし理由附記の不備があるから、本件裁決は違法であり、ま

た、本件裁決は、源泉所得税額の計算の基礎とされた本件ホステスらの報酬等の金額の明細の認

定判断を明らかにしないでされたものであり、所得税法２２２条に規定する不徴収税額の支払金

額からの控除や支払請求を不可能にするものであるから、違法であると主張する。 

そこで検討するに、審査請求手続における審理不尽とは、具体的事案の解決に必要な事実上又

は法律上の争点につき当然にすべき調査又は審理を尽くさず、その結果、裁決の理由に不備や齟

齬等が生じたり釈明義務違反と評価すべき事情が存したりすることをいい、また、裁決書には裁

決の理由を附記しなければならない（通則法１０１条、８４条４項、５項）とされている趣旨は、

国税不服審判所長の判断の慎重、公正を期し、その恣意を抑制するとともに、裁決の理由を明示

することによって、審査請求人に原処分の取消しの訴えの提起に関して判断資料を与えることに

ある（最高裁昭和４９年７月１９日第二小法廷判決・民集２８巻５号７５９頁参照）から、この

趣旨を充足する程度の記載が必要であると解される。 

これを本件についてみると、証拠（甲１）によれば、原告は、審査請求において、源泉所得税

額の計算の基礎とされた本件ホステスらの報酬等の金額の明細、すなわち報酬等の算定の基礎と

されている基本給や手当等の金額及び受給者の氏名及び住所並びに受給者別の源泉所得税額を

明らかにすべきであり、明らかにできないのであれば、各納税告知処分は違法処分であるから取

り消されるべきであると主張したこと、これに対し、本件裁決においては、通則法３６条２項に

よれば、納税告知書に記載することとされている事項は納付すべき税額、納期限及び納付場所で

あり、それ以上に受給者別の明細等を記載することは求められておらず、受給者別の明細等が明

らかにされていないことを各納税告知処分の取消事由と解することはできないとの理由により

この主張を排斥し、その旨裁決書にも記載されていること、また、本件裁決においては、関係資

料及び審判所の調査の結果によれば、本件各月分の給与支払に係る源泉所得税額は、裁決書別表

４の「審判所認定額」欄のとおりであるとの認定判断が示されていることが認められる。 

そうすると、国税不服審判所長は、審査請求における原告の主張について、必要な調査及び審

理を行い、結論を導くのに必要な理由を示して判断を行っているというべきであるから、本件裁

決には、上記のような審理不尽があるとは認められないし、その裁決書には、裁決の理由が上記

趣旨を充足する程度に具体的に明示されており、理由附記の不備も認められない。 

また、上記２(2)のとおり、源泉所得税についての納税の告知は、課税処分ではないのであっ

て、その存否や内容が、受給者の源泉徴収による納税義務の存否及び範囲にいかなる影響も及ぼ

し得るものではないから、源泉所得税額の計算の基礎とされた本件ホステスらの報酬等の金額の

明細の認定判断が示されていない本件裁決は所得税法２２２条に規定する不徴収税額の支払金

額からの控除や支払請求を不可能にするものであるという原告の主張は、その前提において誤っ

ており、採用することができない。 

以上によれば、原告の上記主張は、いずれも採用することができず、本件裁決には、原告が主

張するような違法はない。 

５ 争点(2)ア（本件各事業の経営主体が原告であり、その所得が原告に帰属するか否か）につい

て 

(1) 上記１(2)ウのとおり本件キャバクラ事業の経営主体は原告であるというべきであるから、
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本件店舗転貸事業及び本件居酒屋事業の経営主体が誰であるかについて、上記１(2)アのよう

な観点から検討する。 

(2)ア まず、本件店舗転貸事業について、事業の状況をみると、各文末に掲記した証拠及び弁

論の全趣旨によれば、以下の事実が認められる。 

(ア) 原告は、知人であったＲから、キャバクラ店を経営したいという話があったため、保

証金等を負担して賃借していた店舗（別紙１１順号１７）を月額５０万円で同人に転貸し、

同人は、平成１０年１２月頃、同店舗において、キャバクラ店「Ｉ」を開店した（乙５）。 

(イ) 原告は、Ｏを介し、知人であったＳ（以下「Ｓ」という。）から飲食店を経営したい

という話があったため、上記１(2)イ(イ)ｂのとおり丙らに管理させていたキャバクラ事

業の収益から保証金等を支出して、Ｏ名義で店舗（別紙１１順号１８）を賃借し、月額約

７０万円でＳに転貸し、Ｓは、平成１２年４月頃、同店舗において、キャバクラ店「Ｔ」

を開店した（乙３３）。 

(ウ) 原告は、上記１(2)イ(イ)ｂのとおり丙らに管理させていたキャバクラ事業の収益か

ら保証金等を支出して、Ｃ社名義で店舗（別紙１１順号１６）を賃借し、従業員であった

Ｕ（以下「Ｕ」という。）名義で風営法等の許可を取得し、キャバクラ店「Ｖ」を開店し、

営業していたところ、同店の店長を務めていたＵから、独立したいという話があったため、

これを許可し、丙に指示して、平成１５年４月から、同店舗を月額１６０万円でＵに転貸

させた（乙２０、３０、３３、３４）。 

(エ) 原告は、Ｕから、新たにキャバクラ店を開店したいという話があったため、丙又はＯ

と相談するようにＵに指示したところ、Ｕから相談を受けた丙が上記１(2)イ(イ)ｂのと

おり丙らが管理していたキャバクラ事業の収益から保証金等を支出して、ＯがＰ社名義で

店舗（別紙１１順号１９）を賃借し、月額１６０万円でＵに転貸し、Ｕは、平成１５年１

０月頃、同店舗において、キャバクラ店「Ｗ」を開店した（乙３０、３４）。 

(オ) 原告は、保証金等を負担して、Ｃ社名義で店舗（別紙１１順号１４）を賃借し、Ｏ名

義で風営法等の許可を取得し、キャバクラ店「Ｘ」を開店したが、平成１５年中には、同

店を閉店していたところ、Ｕから、丙に対し、同店舗を転借したいという話があり、同店

舗は、平成１６年３月頃から、月額１８０万円でＵに転貸された（乙３３、３４）。 

(カ) 原告は、敷金等を負担して、店舗（別紙１１順号１２）を賃借し、Ｕ名義で風営法等

の許可を取得し、キャバクラ店「Ｙ」を開店し、営業していたところ、同店の部長を務め

ていたＺ（以下「Ｚ」という。）から、丙に対し、独立したいという話があり、これを原

告が許可し、同店舗は、平成１６年２月から、月額１６０万円でＺに転貸された（乙５、

３３、３４）。 

イ 次に、本件店舗転貸事業について、収支の管理状況及び帰属をみると、各文末に掲記した

証拠及び弁論の全趣旨によれば、以下の事実が認められる。 

(ア) Ｉの店舗の転貸料については、原告は、当初、Ｒから現金で受け取り、原告名義の預

金口座に入金し、そこから同店舗の賃借料を支払うなどしていたが、その後、上記１(2)

イ(イ)ｂのとおり丙らに管理させていたキャバクラ事業の収益と併せて管理させ、そこか

ら同店舗の賃借料を支払わせていた（乙５、１２）。 

(イ) Ｖ、Ｗ及びＹの各店舗の転貸料については、原告は、転貸後も、クレジットカード売

上金がＣ社名義の預金口座又は本件Ｏ名義口座に入金されていたため、同売上金の月額と
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転貸料の月額との差額をＵ及びＺとの間で丙に精算させていた（乙３４）。 

(ウ) なお、Ｕに転貸していたＶ、Ｗ及びＸの各店舗の転貸料については、原告は、丙から、

平成１６年９月頃から、クレジットカード売上金の月額が転貸料の月額に不足するように

なったが、Ｕが不足額を支払っておらず、同年秋頃には、不足額が約５００万円となった

と報告を受けていた（乙３４）。 

ウ さらに、本件店舗転貸事業について、事業の経営への関与をみると、上記アのとおり、上

記各店舗を転貸するに当たっては、基本的に、丙らから報告を受けるなどして、原告が決定

していたことが認められる。 

エ 以上のとおり、事業の状況をみると、原告は、知人から、キャバクラ店を経営したいとい

う話や、従業員から、独立したいという話があり、原告が保証金等を負担して賃借した店舗

や上記１(2)イ(イ)ｂのとおり丙らに管理させていたキャバクラ事業の収益から保証金等を

支出して賃借した店舗を転貸したと認められ、原告が本件店舗転貸事業を開始したというべ

きであること、収支の管理状況及び帰属をみると、上記各店舗の転貸料については、当初、

原告が現金で受け取り、原告名義の預金口座に入金し、そこから同店舗の賃借料を支払うな

どしていたものも含め、いずれも、上記１(2)イ(イ)ｂのとおり、丙らに管理させていたキ

ャバクラ事業の収益と併せて管理させ、又は原告の株取引等の支払がされていた本件Ｏ名義

口座に入金され、また、原告は、丙から、Ｖ、Ｗ及びＸの各店舗の転貸料の不足額について

報告を受けていたと認められ、上記１(2)ウの本件キャバクラ事業の収支の管理状況及び帰

属に関する認定判断も踏まえると、原告が本件店舗転貸事業の収支を管理しており、その収

支も原告に帰属していたというべきであること、事業の経営への関与をみると、上記各店舗

を転貸するに当たっては、基本的に、原告が決定していたと認められ、原告は本件店舗転貸

事業を実質的に経営していたというべきであることなどを総合考慮すれば、実質的にみて、

自己の計算において本件店舗転貸事業を営んでいると認められる者が原告であることは明

らかであり、本件店舗転貸事業の経営主体は原告であるというべきである。 

(3)ア まず、本件居酒屋事業について、事業の状況をみると、証拠（乙５、３０）及び弁論の

全趣旨によれば、原告は、賃借していた店舗の転貸を終了した後、同店舗において、居酒

屋を営業することとし、内装工事費用等を負担し、平成１５年２月から、同店舗において、

「Ｄ」を開店したことが認められる。 

イ 次に、本件居酒屋事業について、収支の管理状況及び帰属をみると、各文末に掲記した

証拠及び弁論の全趣旨によれば、以下の事実が認められる。 

平成１５年２月から同年７月中旬までの間は、原告は、月１、２回、Ｄに行き、同店の

店長であった丁から報告を受け、売上げなどを確認するとともに、売上金や、売上伝票、

仕入れの領収書等を受け取り、従業員の給料や仕入代金を手持ちの現金から支払っていた

（乙３０、３４、３５）。 

そして、平成１５年７月中旬からは、原告は、丙らに指示して、売上金を、上記１(2)イ

(イ)ｂのとおり丙らに管理させていたキャバクラ事業の収益と併せて管理させ、そこから

従業員の給料等を支払うようになった（乙３０、３４、３５）。 

ウ さらに、本件居酒屋事業について、事業の経営への関与をみると、証拠（乙３０、３４）

及び弁論の全趣旨によれば、原告は、本件キャバクラ事業の従業員としてキャバクラ店に

勤務していた丁をＤの店長とするとともに、従業員１名を雇い、また、丁及び従業員には、
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原告が決定した金額の給料が支払われていたことが認められる。 

エ 以上のとおり、事業の状況をみると、原告が本件居酒屋事業を開始したというべきであ

ること、収支の管理状況及び帰属をみると、原告が本件居酒屋事業の収支を管理しており、

その収支も原告に帰属していたというべきであること、事業の経営への関与をみると、原

告は本件居酒屋事業を実質的に経営していたというべきであることなどを総合考慮すれば、

実質的にみて、自己の計算において本件居酒屋事業を営んでいると認められる者が原告で

あることは明らかであり、本件居酒屋事業の経営主体は原告であるというべきである。 

(4) これに対し、原告は、本件原告名義口座や本件Ｏ名義口座に入金された本件キャバクラ事

業や本件店舗転貸事業の売上金を使用したり、丙らから、現金を受け取っていたが、これは、

原告がＣ社にした営業譲渡の代金や、営業譲渡後の経営指導の対価、新たに開店した店舗につ

いての資金援助等の対価として、これらを使用したり、受領していたにすぎないと主張する。 

しかしながら、原告は、丙との間で、書面を作成しなかったというのであって、上記営業譲

渡等を客観的に裏付ける証拠は存在しない。 

また、原告の主張は、原告は、上記営業譲渡等の代金について、１店舗月額１００万円とし、

店舗数の増減が予想されるものの、１０店舗と想定すれば、３年間で、合計３億６０００万円

となると考え、丙との間で、３年間、実際に営業している店舗数を前提として１店舗につき月

額１００万円を受け取ることで合意したが、原告も、丙も、遅滞なく支払うことが困難である

ことを想定しており、上記金額はいわば目標であり、上記期間も確定的なものではなかったと

いうものであるところ、原告が当時経営しており、営業譲渡したという店舗数は２店舗にとど

まるし、原告がＣ社に援助したという資金の額の詳細も不明であって、合計３億６０００万円

にも上り得る高額な代金が定められたというのにもかかわらず、その具体的な根拠は全く不明

である上、上記金額はいわば目標であり、上記期間も確定的なものではなかったというのであ

って、契約内容としておよそ合理性が認められないというほかない。 

さらに、原告の主張は、平成１１年４月頃、キャバクラ事業をＣ社に営業譲渡し、平成１４

年１月頃、営業譲渡した本件キャバクラ事業の対価等の残金について丙と協議し、合意したと

いうものであるが、平成１１年にした営業譲渡等の代金を平成１４年に至って協議して合意し

たという経緯も不自然かつ不合理である。 

そうすると、到底、上記営業譲渡等の存在は認めることができず、原告の上記主張は採用の

余地がない。 

６ 争点(2)イ（平成１３年分及び平成１４年分の所得税の各決定処分において認定された事業所

得の金額に誤りがあるか否か）について 

(1) 平成１３年分の所得税の決定処分において認定された事業所得について 

ア 水道光熱費について 

(ア) 原告は、水道光熱費の金額は、合計６８９万０９０４円を下らないと主張するので検

討するに、水道光熱費については、水道光熱費の科目において、１８万４０００円が認定

されている（乙４５の１（水道光熱費））ほか、各文末に掲記した証拠及び弁論の全趣旨

によれば、水道光熱費以外の科目において、以下のとおり認定されていることが認められ

る。 

(イ) 水道光熱費のうち、賃貸借契約において、電気料金及び水道料金又は水道光熱費及び

共益費等を地代家賃と併せて支払うこととされていたものについては、地代家賃の科目に
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おいて、以下のとおり認定されている。なお、賃貸借契約において、水道光熱費及び共益

費等を地代家賃と併せて支払うこととされており、それぞれの費用の金額が明らかでない

ものについては、水道光熱費及び共益費等として認定されている（乙４５の１（地代家賃）、

乙７４、７５）。 

電気料金 ７６３万５１５０円 

水道料金 ２１７万５６６５円 

水道光熱費及び共益費等 ３８１万６３９９円 

(ウ) 「月間状況」のその他欄に記載された費用のうち、雑費として認定されている７７９

万５４９３円には、ガス料金１０万１３０１円、ガス料金をその他の費用と併せて支出し

た２１万４６５５円が含まれている（乙４５の１（雑費））。 

また、「両替状況」に記載された費用のうち、雑費として認定されている７８３万９０

００円（乙４５の１（雑費））には、水道光熱費をその他の費用と併せて支出した４０８

万円が含まれている（乙７５）。 

(エ) 以上によれば、原告が主張する水道光熱費合計６８９万０９０４円は、上記(イ)及び

(ウ)のとおり水道光熱費の科目及び水道光熱費以外の科目で認定されている水道光熱費

の金額に含まれていると認められる。 

イ 旅費及び交通費について 

原告は、Ｅ及びＦにおいて、帰宅等にタクシーを利用したホステスに対し、交通費として

合計３２４万１９００円を支給したと主張し、これに沿う証拠として、丙の陳述書（甲６）

を提出する。 

しかしながら、丙の陳述書の記載は、交通の便が良くないＥ及びＦにおいて、帰宅等にタ

クシーを利用したホステスに対し、交通費を支給しており、「リスト表」に基づいて調査し

た結果、その金額が、Ｅについて、１７３万７４９０円、Ｆについて、１５０万４４１０円、

合計３２４万１９００円となったというにとどまるものであり、上記記載を裏付ける客観的

な証拠はなく、この記載のみによっては、上記金額が実際に支出されたこと及びその支出が

必要経費に該当することは認められない。 

したがって、原告の上記主張は、採用することができない。 

ウ 通信費について 

原告は、各店舗で支払われていた電話代については、「リスト表」や「月間状況」に記載

されていたところ、通信費が認定されていないと主張するので検討するに、証拠（乙４５の

１（雑費）、乙５６）によれば、「リスト表」に記載された通信費は、「月間状況」のその他

欄又は雑費欄に記載されているところ、雑費の金額は、「月間状況」のその他欄、雑費欄及

び（カ・ダ）欄並びに「両替状況」の各記載に基づき認定されたことが認められる。 

そうすると、原告が主張する「リスト表」や「月間状況」に記載されていた通信費は、雑

費として認定されていることが認められ、原告の上記主張は、採用することができない。 

エ 福利厚生費について 

原告は、従業員の士気高揚のため、各店舗の幹部や従業員を飲みに連れていったり、成績

の良かった店舗の従業員に対し報奨を出しており、Ｉの転貸料月額５０万円をこのような経

費に充てていたから、福利厚生費の金額は、毎月５０万円として、合計６００万円を下らな

いと主張し、これに沿う証拠として、丙の陳述書（甲６）が提出され、Ｏの供述調書（乙１
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４）にも、これに沿う記載がある。 

しかしながら、丙の陳述書の記載は、従業員の士気高揚のため、各店舗の幹部や従業員を

飲みに連れていったり、成績の良かった店舗の従業員に対し報奨としてスーツを作ったり、

報奨金を出したりしており、従業員との飲食については、少なくとも週１回以上、各店舗の

幹部及び従業員を飲みに連れていき、１回に連れていく人数は５名から１０名で、１回当た

りの飲食費用は、５万円くらいないし２０万円くらいであり、従業員に対する報奨について

は、年２回くらいは、成績の良かった店舗の従業員に対し報奨としてスーツを作ったり、報

奨金を出したりしており、１回当たりの経費は、３５万円を下らず、毎月５０万円を下らな

い福利厚生費が発生していたというものである。また、Ｏの供述調書の記載も、Ｏと丙は、

１か月に数回、店長ら従業員を寿司屋等に連れて行ったり、店長らの誕生日に靴やライター

等を贈ったり、売上達成率の良い店舗の従業員に対し何回もスーツを作ったりしており、こ

うした費用は１か月間で平均すれば少なくとも数十万円に上ったというものである。 

しかしながら、上記記載を裏付ける客観的な証拠はなく、この記載のみによっては、上記

金額が実際に支出されたこと及びその支出が必要経費に該当することは認められず、原告の

上記主張は、採用することができない。 

オ リース料について 

原告は、リース料として７７６万円が認定されているが、少なくとも「リスト表」に記載

されていたＪリース料１６３万５４３３円が欠落しており、リース料の金額は、合計９３９

万５４３３円を下らないと主張するので検討するに、リース料として７７６万円が認定され

ているほか、証拠（乙４５の１（雑費））及び弁論の全趣旨によれば、「リスト表」に記載さ

れたＪリース料であって、「月間状況」の（カ・ダ）欄に記載されていたものについては、

雑費として、「月間状況」の（カ・ダ）欄の合計金額２６７万４６３８円が認定されている

ことが認められる。 

そうすると、原告が主張する「リスト表」に記載されていたＪリース料１６３万５４３３

円は、上記のとおり認定されている雑費に含まれていると認められる。 

(2) 平成１４年分の所得税の決定処分において認定された事業所得について 

福利厚生費について 

原告は、平成１４年４月以降と同様に、同年１月から同年３月までについても、毎月５０万

円として、合計１５０万円の福利厚生費が認められるべきであると主張し、上記(1)エのとお

り、これに沿う証拠として、丙の陳述書（甲６）が提出されるなどしている。 

しかしながら、丙の陳述書の記載等を裏付ける客観的な証拠はなく、この記載のみによって

は、上記金額が実際に支出されたこと及びその支出が必要経費に該当することを認めるに足り

ず、原告の上記主張が採用することができないのは、上記(1)エのとおりである。 

７ 争点(2)ウ（原告がＢ発行に係る私募債の償還差益等及び乙に資金を預けて運用を依頼したこ

とによる運用益に係る雑所得を得たか否か）について 

(1) 原告がＢ発行に係る私募債の償還差益等の雑所得を得たか否かについて 

ア 所得税法３６条１項が、その年分の各種所得の金額の計算上収入金額とすべき金額又は総

収入金額に算入すべき金額は、別段の定めがあるものを除き、その年において「収入すべき

金額」とすると規定し、「収入した金額」とすると規定していないことからすれば、同法は、

現実の収入がなくても、その収入の原因となる権利が確定した場合には、その時点で所得の
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実現があったものとして、上記権利確定の時期の属する年分の課税所得を計算するという方

法（いわゆる権利確定主義）を採用しているものと解される（最高裁昭和４０年９月８日第

二小法廷決定・刑集１９巻６号６３０頁、最高裁昭和４９年３月８日第二小法廷判決・民集

２８巻２号１８６頁、最高裁昭和５３年２月２４日第二小法廷判決・民集３２巻１号４３頁

参照）。 

イ そこで、本件私募債の償還差益等について、その権利が確定したか否かを検討すると、各

文末に掲記した証拠及び弁論の全趣旨によれば、以下の事実が認められる。 

(ア) 原告は、Ｍの代表取締役であった戊から勧められ、平成１２年頃、スイスのプライベ

ートバンクであるａ及びｂに、銀行口座（以下「本件海外銀行口座」という。）をそれぞ

れ開設し、本件海外銀行口座の資金運用をＭに委託した（乙３６）。 

(イ) その後、平成１５年５月頃から、原告は、戊から勧められ、本件海外銀行口座の資金

でＭのグループ会社であるＢ発行に係る私募債を購入するようになった（乙３６）。 

本件私募債は、償還期限に確定した利益のみが分配されるものではなく、償還期限まで

の期間を４半期に分け、それぞれの期間で運用益が発生した場合には、償還期限前にも利

益が分配されるものや、償還期限までの期間が１、２か月と短期間のものであったところ、

平成１５年及び平成１６年における本件私募債の償還差益等は、別紙８のとおりであった

（乙２８、３６）。 

なお、本件私募債の償還差益等については、運用報酬等が差し引かれた残額がａに開設

した原告の銀行口座に振り込まれた（乙２８、３６）。 

ウ 上記イ(イ)のとおり、本件私募債は、償還期限までの期間が短期間のものや、償還期限に

確定した利益のみが分配されるものではなく、償還期限までの期間を４半期に分け、それぞ

れの期間で運用益が発生した場合には、償還期限前にも利益が分配されるものであった。 

したがって、本件私募債については、償還期限又は４半期ごとの分配金精算日に運用益が

発生すれば、償還差益等の分配を請求する権利が確定し、その時点で所得の実現があったも

のと認められる。 

よって、本件私募債の償還差益等は、上記により、その権利が確定した日の属する各年分

の課税所得に算入され、弁論の全趣旨によれば、雑所得に該当するものと認められる。 

(2) 原告が乙に資金を預けて運用を依頼したことによる運用益に係る雑所得を得たか否かにつ

いて 

ア 原告が乙に資金を預けることとなった経緯、原告が乙に預けた資金の額、原告が乙から受

領した金額をみると、各文末に掲記した証拠及び弁論の全趣旨によれば、以下の事実が認め

られる。 

(ア) 乙は、平成１１年１０月に株取引を行う会社に就職したが、平成３年頃に証券会社を

退職してからは株取引に関わっていなかったことから、株式市場の取引感覚を取り戻すた

め、会社の業務とは別に、自分自身でも株取引を開始しようと考え、ｄ証券株式会社に乙

名義の証券取引口座（以下「本件乙名義口座」という。）を開設した。乙は、株式市場の

相場感覚を戻すためには、小さな株取引を行うよりも、１千万円単位の大きな株取引を行

うべきだと考えたが、資金を準備することができなかったため、証券会社に勤務していた

時から懇意にしてもらっていた原告に対し、資金提供を依頼した。（乙３９） 

原告は、乙の依頼を了承し、平成１１年１２月から、資金を乙に提供し、乙は、本件乙
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名義口座において、原告から提供を受けた資金で株取引を行った（乙３９）。 

(イ) 原告は、平成１１年１２月には、合計７４５万円を本件乙名義口座に入金し、資金を

乙に提供し、その後、平成１２年２月からは、Ｑ銀行高輪台駅前支店の乙名義の預金口座

に入金し、資金を乙に提供した（乙３９）。 

本件提供資金の内訳は、別紙９のとおりである（乙４３）。 

なお、乙は、平成１３年５月３１日、本件提供資金のうち、４００万円を返金した（乙

４０、４３）。また、乙は、供述調書（乙３９、４０）において、平成１２年５月８日に

も、約５００万円を原告に返金したと供述しているが、同日の本件乙名義口座等における

出入金をみると、証拠（乙３９、４１、４２）によれば、受渡日を同日（約定日を平成１

２年５月２日）として、本件乙名義口座から５０９万６７３８円が出金され（乙３９）、

平成１２年５月８日、Ｑ銀行新宿新都心支店の乙名義の預金口座に同額が入金され、同預

金口座から５００万円が出金され（乙４１）、ｅ証券株式会社の乙名義の証券取引口座に

５００万円が入金された（乙４２）ことが認められるにとどまり、乙が約５００万円を原

告に返金したことは認められず、他にこれを認めるに足りる証拠はない。 

(ウ) 本件提供資金で行った株取引については、平成１６年には、利益が生じるようになっ

たが、平成１５年までの間は、利益が生じず、２０００万円以上の損失が生じていたため、

乙は、平成１６年に、株式の売却代金全額を現金で又は原告名義の預金口座に入金し、原

告に渡した（乙４０）。 

このようにして、原告が乙から受領した金額は、別紙９の「原告受領額」欄のとおりで

ある（乙４０、４３）。 

イ 以上のとおり、原告は、乙との間で、期限又は利益の支払期日等を定めないで、平成１１

年から平成１６年までの間に、資金として合計５３７２万０８２０円を乙に提供し、同年に、

合計６５２１万０３２３円を受領し、利益としてその差額である１１４８万９５０３円を得

たと認められる。 

したがって、上記利益は、受領したことにより、その権利が確定した日の属する平成１６

年分の課税所得に算入されるものであり、その性質上雑所得に該当するものと認められる。 

ウ これに対し、原告は、本件提供資金は、乙に対する貸付金であるところ、原告が実際に乙

に貸し付けた金銭の累計額は、原告が乙から受け取った金銭の累計額よりも多いから、原告

は、乙との取引により所得を得ていないと主張するとともに、被告が主張する金銭のほかに、

少なくとも、平成１０年４月１３日、２００万円、平成１２年２月８日、１２８万円、同年

７月２１日、１８０万円、同年１０月１２日、４３万円、同年１１月８日、１８０万円、同

月１５日、２０万円を提供したと主張する。 

しかしながら、本件提供資金が乙に対する貸付金であることを裏付ける客観的な証拠はな

い。 

また、原告は、「平成１１年終わりころから、当初は乙に同人の株の運用資金を貸してい

たものの、ほとんど返済もされなかったことから、途中から私が乙に資金を預けて、同人が

株の売買で私の資金を運用するようになり、当初は、利益が出なかったものの、その後、乙

から運用益を受け取るようになりましたが、平成１６年秋ころ、乙から現金で約８００万円

を受け取って精算して終わりにしました。」と供述しており（乙３２）、原告自身も、原告と

乙との間で、最終的には本件提供資金を貸付金としてではなく、原告の資金運用のための金
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銭として精算したことを認めている。 

さらに、証拠（乙３９）によれば、平成１０年４月１３日の２００万円については、乙が

原告から結婚祝いなどとして受領したものであったと認められるし、そのほかの金銭につい

ては、そもそも原告がこれらの金銭を支出したことを認めるに足りる証拠はない上、本件提

供資金と同じく、これらの金銭が乙に対する貸付金であることを裏付ける客観的な証拠もな

い。そうすると、原告が乙に提供した金銭の累計額が、原告が乙から受け取った金銭の累計

額よりも多いことをうかがわせる証拠はない。 

以上によれば、原告の上記主張はいずれも採用することができない。 

８ 争点(2)エ（各賦課決定処分が適法か否か）について 

(1) 納税者が、その国税の課税標準等又は税額等の計算の基礎となるべき事実の全部又は一部

を隠ぺいし、又は仮装し、その隠ぺいし、又は仮装したところに基づき納税申告書を提出し、

又は法定申告期限までに納税申告書を提出しなかったときは、その納税者に対して重加算税を

課することとされている（通則法６８条１項、２項）。 

この重加算税の制度は、納税者が隠ぺい、仮装という不正手段を用いていた場合に、過少申

告加算税又は無申告加算税よりも重い行政上の制裁を科することによって、悪質な納税義務違

反の発生を防止し、もって申告納税制度による適正な徴税の実現を確保しようとするものであ

る。 

したがって、重加算税を課するためには、過少申告行為又は無申告行為そのものとは別に、

隠ぺい、仮装と評価すべき行為が存在することを要するが、上記の重加算税制度の趣旨に鑑み

れば、架空名義の利用や資料の隠匿等の積極的な行為が存在したことまで必要であると解する

のは相当でなく、納税者が、当初から所得を過少に申告し、又は法定申告期限までに申告しな

いことを意図し、その意図を外部からもうかがい得る特段の行動をした上、その意図に基づき、

過少申告をし、又は法定申告期限までに申告をしなかったような場合には、重加算税の上記賦

課要件が満たされるものと解すべきである。（最高裁平成７年４月２８日第二小法廷判決・民

集４９巻４号１１９３頁参照） 

そこで、このような観点から、各賦課決定処分が重加算税の賦課要件を満たすものであるか

否かについて検討する。 

(2) 平成１３年分及び平成１４年分の所得税（事業所得）の重加算税について 

上記１(2)イ及び５(2)アからウまでの事実によれば、原告は、本件キャバクラ事業を経営し

て収入を得ていることを税務署に気付かれないようにするため、本件各店舗について、風営法

等の許可をＣ社名義等で取得したり、Ｐ社名義で店舗を賃借するなどするようになったと認め

られ、本件店舗転貸事業についても、これと異なるところはないと認められる。 

そして、原告は、本件キャバクラ事業及び本件店舗転貸事業の経営主体が原告であるにもか

かわらず、風営法等の許可をＣ社名義等で取得したり、Ｐ社名義で店舗等を賃借するなどして、

本件キャバクラ事業及び本件店舗転貸事業の経営主体がＣ社等であり、原告でないかのように

仮装し、平成１３年分及び平成１４年分の本件キャバクラ事業及び本件店舗転貸事業に係る事

業所得について、法定申告期限までに申告をしなかったと認められる。 

そうすると、原告は、自らの所得を隠ぺいし、あるいは本件キャバクラ事業及び本件店舗転

貸事業の経営主体がＣ社等であるかのように仮装して、当初から所得を法定申告期限までに申

告しないことを意図し、その意図を外部からもうかがい得る特段の行動をした上、その意図に
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基づき法定申告期限までに申告をしなかったというべきである。 

したがって、平成１３年分及び平成１４年分の所得税の重加算税の各賦課決定処分は、通則

法６８条２項に規定する重加算税の賦課要件を満たすものと認められる。 

(3) 平成１５年分及び平成１６年分の所得税（事業所得、雑所得及び譲渡所得）の重加算税に

ついて 

ア 事業所得について 

上記(2)のとおり、原告は、事業所得について、本件キャバクラ事業及び本件店舗転貸事

業の収入が税務署に気付かれないようにするために、本件各店舗について、風営法等の許可

をＣ社名義等で取得するなどして本件キャバクラ事業及び本件店舗転貸事業の経営主体が

Ｃ社等であり、原告でないかのように仮装したと認められる。 

イ 雑所得について 

(ア) 本件私募債の償還差益等について 

上記７(1)イの事実が認められるほか、証拠（乙３０、３２、３６）及び弁論の全趣旨

によれば、原告は、戊から、本件私募債の償還差益等が発生していると説明を受けていた

こと、本件海外銀行口座の資金運用を委託した頃から、何度か、資金運用によりファンド

の運用益等が生じた場合には確定申告が必要であると説明を受けていたと認められる。 

(イ) 本件匿名組合分配金について 

各文末に掲記した証拠及び弁論の全趣旨によれば、以下の事実が認められる。 

ａ 原告は、オフィスビルを主たる用途とする収益不動産（信託受益権）に投資する匿

名組合出資形態の不動産投資ファンドに投資することとし、ｆ社との間で、平成１５

年１２月に、匿名組合契約を締結して１億円を出資した。原告は、平成１６年８月２

３日に、これによる利益分配金（以下「本件匿名組合分配金」という。）として、４

８５万８３４２円を得た（乙３１、３２）。 

ｂ 上記ファンドのマネジメントを行った株式会社ｇ（以下「ｇ社」という。）が作成

した「『Ｎ』商品概要説明資料」（以下「匿名組合説明資料」という。）（乙３７資料１）

及び「『Ｎ』Ｑ＆Ａ集」（以下「匿名組合Ｑ＆Ａ集」という。）（乙３７資料２）には、

出資者が個人である場合の本件匿名組合分配金は雑所得となり、確定申告が必要であ

ることが、それぞれ記載されている（乙３７）。 

また、上記ファンドを取り扱った証券会社の職員は、投資家に対し、匿名組合説明

資料及び匿名組合Ｑ＆Ａ集を配付した上で、これらの記載内容について説明していた

（乙３７）。 

そして、原告に対する国税犯則取締法に基づく調査の際には、原告の自宅から、匿

名組合Ｑ＆Ａ集が差し押さえられた（乙３８）。 

(ウ) 本件提供資金の運用益について 

原告が乙に資金を預けることとなった経緯等は、上記７(2)アのとおりである。 

(エ) 以上によれば、原告は、雑所得のうち、本件私募債の償還差益等については、秘匿性

の高いスイスの銀行の匿名口座を利用し、また、本件提供資金の運用益については、乙に

資産を運用させて得たものであり、課税庁が把握することが困難であるこれらの所得を隠

ぺいするためにあえて申告せず、さらに、本件匿名組合分配金についても、確定申告が必

要であることを認識していたにもかかわらず、その所得を隠ぺいするためにあえて申告し
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なかったと認められる。 

ウ 譲渡所得について 

(ア) 原告は、平成１５年４月７日に、Ｋ証券において、また、同年８月１４日に、Ｌ証券

において、措置法３７条の１１の３第３項１号（平成１５年法律第８号又は平成１６年法

律第１４号及び平成１７年法律第２１号による改正前のもの）に規定する特定口座をそれ

ぞれ開設するに当たり、特定口座において生じる上場株式の譲渡益について、源泉徴収が

行われる特例制度を選択せず、確定申告をすることとした（乙３０）。 

(イ) 原告は、平成１５年１２月頃、ニュースで、資産家を狙った強盗団が様々な情報から

狙う相手を探していると知り、また、当時、所得税額が１０００万円を超えると高額所得

者として公示されると知っていたため、高額所得者として公示されると、強盗等に自宅を

狙われるのではないかと危惧した。そして、原告は、株式等に係る譲渡所得の申告分離課

税の税率が７％であると知っていたため、所得税額が１０００万円以下となる株式等の譲

渡所得は、約１億４０００万円以下であると考えた（乙３０）。 

原告は、平成１６年３月上旬頃、Ｋ証券から送付を受けていた平成１５年分の特定口座

年間取引報告書（乙３０資料３）の利益金額が１億３６３２万３７９１円であり、Ｌ証券

から送付を受けていた同年分の特定口座年間取引報告書（乙３０資料４）の利益金額が１

１０４万１０２３円であったため、同年分の所得税の確定申告に当たり、１億４０００万

円以下の金額であったＫ証券の特定口座において生じた利益金額のみを確定申告書に記

載して申告し、Ｌ証券の特定口座において生じた利益金額は確定申告書に記載せずに申告

しないこととし、世田谷税務署において、Ｋ証券の特定口座年間取引報告書を同税務署の

職員に提示し、その譲渡所得のみを申告するなどと話して、職員から指導等を受け、確定

申告書（乙３０資料３）を作成し、世田谷税務署長に提出した（乙３０）。 

(ウ) 原告は、平成１７年３月上旬頃、平成１５年分の所得税の確定申告と同様に、Ｌ証券

から送付を受けていた平成１６年分の特定口座年間取引報告書（乙３２資料１）の利益金

額が１億２３２１万５５９５円であり、Ｋ証券から送付を受けていた同年分の特定口座年

間取引報告書（乙３２資料２）の利益金額が３４３５万１９８８円であったため、同年分

の所得税の確定申告に当たり、１億４０００万円以下の金額であったＬ証券の特定口座に

おいて生じた利益金額のみを確定申告書に記載して申告し、Ｋ証券の特定口座において生

じた利益金額は確定申告書に記載せずに申告しないこととし、世田谷税務署において、Ｌ

証券の特定口座年間取引報告書を同税務署の職員に提示し、その譲渡所得のみを申告する

などと話して、職員から指導等を受け、確定申告書を作成した。しかし、原告は、平成１

６年に、住所地を世田谷税務署管轄内から北沢税務署管轄内に移転しており、上記確定申

告書をそのまま提出することができなかったため、上記確定申告書に基づき、改めて確定

申告書（乙３２資料１）を作成し、北沢税務署長に提出した（乙３２）。 

(エ) 以上によれば、原告は、Ｋ証券の特定口座において生じた利益及びＬ証券の特定口座

において生じた利益を得ていたにもかかわらず、１億４０００万円以下の金額であったＫ

証券の特定口座において生じた利益金額又はＬ証券の特定口座において生じた利益金額

の一方のみを確定申告書に記載して申告し、他方を確定申告書に記載せずに隠ぺいし、申

告する利益金額に係る特定口座年間取引報告書のみを税務署の職員に提示し、その譲渡所

得についてのみ確定申告書を作成し、平成１５年分及び平成１６年分の所得税について、
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譲渡所得の一部を隠ぺいしたと認められる。 

エ 以上によれば、平成１５年分及び平成１６年分の所得税の重加算税の各賦課決定処分は、

通則法６８条１項に規定する重加算税の賦課要件を満たすものと認められる。 

９ 各処分等の適法性について 

(1) 各納税告知処分の適法性 

本件各月分の源泉所得税額は、別紙４第１の１(1)のとおりであるところ、これらの源泉所

得税額は、訂正後本件各告知処分額（別紙２－２⑧欄）を上回り、又は訂正後本件各告知処分

額と同額であるから、各納税告知処分（ただし、別紙２－２のとおり各訂正告知処分、各再訂

正告知処分、本件裁決及び本件訂正告知処分により一部減額され、又は一部取り消された後の

もの）は、いずれも適法である。 

(2) 各賦課決定処分の適法性 

上記８(2)のとおり、原告は、原告が本件キャバクラ事業の経営主体であり、本件ホステス

らに支払われた給与等に係る源泉徴収義務者であるにもかかわらず、風営法等の許可をＣ社名

義等で取得するなどして、原告ではなく、Ｃ社等が本件キャバクラ事業の経営主体であり、源

泉徴収義務者であるかのように仮装し、本件各月分の源泉所得税について、いずれも各法定納

期限までに国に納付しなかったと認められるところ、通則法６８条３項に基づき課される本件

各月分の源泉所得税の重加算税の額は、別紙４第１の２(1)のとおりであり、これらの税額は、

変更後本件各賦課決定処分額（別紙２－３の⑧欄）を上回り、又は変更後本件各賦課決定処分

額と同額であるから、各賦課決定処分（ただし、別紙２－３のとおり各変更決定処分、各再変

更決定処分、本件裁決及び本件変更賦課決定処分により一部減額され、又は一部取り消された

後のもの）は、いずれも適法である。 

(3) 本件各年分の所得税の決定処分又は更正処分の適法性について 

原告の本件各年分の納付すべき所得税額は、別紙４第２の１(1)エ、同(2)エ、同(3)カ及び

同(4)カのとおり、それぞれ、 

平成１３年分  １９９９万２４００円 

平成１４年分  ３０９１万０３００円 

平成１５年分  ３１７２万６１００円 

平成１６年分  ３９９２万３９００円 

であるところ、本件各年分の所得税の決定処分又は更正処分に係る納付すべき税額は、それぞ

れ、 

平成１３年分  １９９９万２４００円 

平成１４年分  ３０９１万０３００円 

平成１５年分  ３１７２万６１００円 

平成１６年分  ３８４４万３９００円 

であって、平成１３年分から平成１５年分までについては、被告が本訴において主張する納付

すべき税額と同額であり、平成１６年分については、被告が本訴において主張する納付すべき

税額を下回るから、本件各年分の所得税の決定処分又は更正処分はいずれも適法である（別紙

３－１から３－４までの各「納付すべき税額」欄参照）。 

(4) 本件各課税期間の消費税等の各決定処分の適法性について 

原告の本件各課税期間の納付すべき消費税等の額は、別紙４第２の２(1)ウ及び同(2)ウのと
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おり、それぞれ、 

平成１５年課税期間  ３２３０万２７００円 

平成１６年課税期間  ２７５１万１０００円 

であるところ、これらの金額は、本件各課税期間の消費税等の各決定処分の額といずれも同額

であるから、同処分はいずれも適法である（別紙３－５及び３－６の各「納付すべき消費税等

の額」欄参照）。 

(5) 本件各年分の所得税の重加算税の賦課決定処分の適法性について 

原告の本件各年分の所得税の重加算税の額は、別紙４第２の４(1)アからエまでのとおり、

それぞれ、 

平成１３年分   ７９９万６０００円 

平成１４年分  １２３６万４０００円 

平成１５年分   ７８８万９０００円 

平成１６年分  １０５８万０５００円 

であるところ、これらの金額は、本件各年分の所得税の重加算税の賦課決定処分の額といずれ

も同額であるから、同処分はいずれも適法である（別紙３－１から３－４までの各「重加算税」

欄参照）。 

(6) 本件各課税期間の消費税等の重加算税の賦課決定処分の適法性について 

原告の本件各課税期間の消費税等の重加算税の額は、別紙４の第２の４(2)ア及びイのとお

り、それぞれ、 

平成１５年課税期間      １２９２万円 

平成１６年課税期間  １１００万４０００円 

であるところ、これらの金額は、本件各課税期間の消費税等の重加算税の賦課決定処分の額と

いずれも同額であるから、同処分はいずれも適法である（別紙３－５及び３－６の各「重加算

税」欄参照）。 

10 以上によれば、原告の請求はいずれも理由がないから棄却することとし、主文のとおり判決す

る。 

 

東京地方裁判所民事第３８部 

裁判官 竹林 俊憲 

裁判長裁判官定塚誠及び裁判官馬場俊宏は、いずれも転補のため署名押印することができない。 

裁判官 竹林 俊憲 
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別紙１ 

請  求  目  録 

第１ 第１事件 

１ 武蔵野税務署長が原告に対してした次の各処分をいずれも取り消す。 

(1) 平成１８年９月１３日付けでした次の各処分 

ア 平成１４年１月から平成１７年４月までの各月分の源泉徴収に係る所得税の各納税告知

処分（ただし、平成１４年１月、同年３月、同年６月、同年８月、同年１０月、同年１１月、

平成１５年７月、同年８月、同年１１月及び平成１６年５月の各月分については、いずれも

平成２２年７月２７日付け裁決により一部取り消され、及び平成２４年６月２８日付けでし

た各納税告知訂正処分により一部減額された後のもの、平成１４年２月分については、平成

２４年６月２８日付けでした納税告知訂正処分により一部減額された後のもの、平成１４年

９月、同年１２月、平成１５年１月、同年４月、同年１２月、平成１６年３月、同年８月及

び同年１１月の各月分については、いずれも平成１９年２月２７日付けでした各訂正告知処

分により一部減額され、及び平成２２年７月２７日付け裁決により一部取り消された後のも

の、平成１５年２月、同年５月、平成１６年１月、同年７月、同年９月及び同年１０月の各

月分については、いずれも平成１９年２月２７日付けでした各訂正告知処分により一部減額

され、平成２２年７月２７日付け裁決により一部取り消され、及び平成２４年６月２８日付

けでした各納税告知訂正処分により一部減額された後のもの、平成１６年１２月、平成１７

年３月及び同年４月の各月分については、平成１９年２月２７日付けでした各訂正告知処分、

平成２２年１月６日付けでした各訂正告知処分及び平成２４年６月２８日付けでした各納

税告知訂正処分により一部減額された後のもの、平成１７年１月及び同年２月の各月分につ

いては、平成１９年２月２７日付けでした各訂正告知処分及び平成２２年１月６日付けでし

た各訂正告知処分により一部減額された後のもの） 

イ 平成１４年１月から平成１７年４月までの各月分の源泉徴収に係る所得税の重加算税の

各賦課決定処分（ただし、平成１４年１月、同年３月、同年６月、同年８月、同年１０月、

同年１１月、平成１５年５月、同年７月、同年８月及び平成１６年５月の各月分については、

いずれも平成２２年７月２７日付け裁決により一部取り消され、及び平成２４年６月２８日

付けでした各変更決定処分により一部減額された後のもの、平成１４年２月及び平成１５年

１１月の各月分については、いずれも平成２４年６月２８日付けでした各納税告知訂正処分

により一部減額された後のもの、平成１４年９月、同年１２月、平成１５年１月、同年４月、

同年１２月、平成１６年３月、同年８月及び同年１１月の各月分については、いずれも平成

１９年２月２７日付けでした各変更決定処分により一部減額され、及び平成２２年７月２７

日付け裁決により一部取り消された後のもの、平成１５年２月、平成１６年７月及び同年１

０月の各月分については、いずれも平成１９年２月２７日付けでした各変更決定処分により

一部減額され、平成２２年７月２７日付け裁決により一部取り消され、及び平成２４年６月

２８日付けでした各変更決定処分により一部減額された後のもの、平成１６年１月、同年９

月及び平成１７年３月の各月分については、いずれも平成１９年２月２７日付けでした各変

更決定処分及び平成２４年６月２８日付けでした各変更決定処分により一部減額された後

のもの、平成１６年１２月及び平成１７年４月の各月分については平成１９年２月２７日付

けでした各変更決定処分、平成２２年１月６日付けでした各変更決定処分及び平成２４年６
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月２８日付けでした各変更決定処分後のもの、平成１７年１月及び同年２月の各月分につい

ては平成１９年２月２７日付けでした各変更決定処分及び平成２２年１月６日付けでした

各変更決定処分後のもの） 

(2) 平成１９年２月２７日付けでした次の各処分 

ア 平成１４年２月、同年３月、同年６月、平成１５年３月、同年７月、平成１６年２月及び

同年５月の各月分の源泉徴収に係る所得税の各納税告知処分（ただし、平成１４年２月分に

ついては、平成２４年６月２８日付けでした納税告知訂正処分により一部減額された後のも

の、平成１４年３月、同年６月、平成１５年７月及び平成１６年５月の各月分については、

平成２２年７月２７日付け裁決により一部取り消され、及び成２４年６月２８日付けでした

各納税告知訂正処分により一部減額された後のもの、平成１５年３月及び平成１６年２月の

各月分については、いずれも平成２２年７月２７日付け裁決により一部取り消された後のも

の） 

イ 平成１４年６月及び平成１６年２月の各月分の源泉徴収に係る所得税の重加算税の各賦

課決定処分（ただし、平成１４年６月分については、平成２２年７月２７日付け裁決により

一部取り消され、及び平成２４年６月２８日付けでした変更決定処分により一部減額された

後のもの、平成１６年２月分については、平成２２年７月２７日付け裁決により一部取り消

された後のもの） 

２ 国税不服審判所長が原告に対し平成２２年７月２７日付けでした裁決を取り消す。 

第２ 第２事件 

北沢税務署長が原告に対して平成１８年７月３１日付けでした次の各処分をいずれも取り消す。 

１ 平成１３年分の所得税の決定処分のうち総所得金額４６２万８０００円、納付すべき税額２万

６１００円を超える部分及び重加算税の賦課決定処分（ただし、いずれも平成１９年２月２７日

付けでした減額更正処分及び変更決定処分により一部減額され、及び平成２３年２月２４日付け

裁決により一部取り消された後のもの） 

２ 平成１４年分の所得税の決定処分のうち総所得金額１７２万６８００円を超える部分及び重

加算税の賦課決定処分（ただし、いずれも平成１９年２月２７日付けでした減額更正処分及び変

更決定処分により一部減額された後のもの） 

３ 平成１５年分の所得税の更正処分のうち上場株式等に係る課税譲渡所得の金額１億４４５２

万５０００円、納付すべき税額９８６万６７００円を超える部分及び重加算税の賦課決定処分

（ただし、いずれも平成１９年２月２７日付けでした減額更正処分及び変更決定処分により一部

減額され、並びに平成２３年２月２４日付け裁決により一部取り消された後のもの） 

４ 平成１６年分の所得税の更正処分のうち総所得金額４６１万３００８円、上場株式等に係る課

税譲渡所得の金額１億５７５６万７０００円、納付すべき税額９８９万１８００円を超える部分

（ただし、平成１９年２月２７日付けでした減額更正処分により一部減額され、及び平成２２年

２月１日付けでした異議決定により一部取り消された後のもの）及び重加算税の賦課決定処分

（平成１９年２月２７日付けでした変更決定処分により一部減額された後のもの） 

５ 平成１５年１月１日から同年１２月３１日まで及び平成１６年１月１日から同年１２月３１

日までの各課税期間の消費税及び地方消費税の各決定処分並びに重加算税の各賦課決定処分（た

だし、平成１５年１月１日から同年１２月３１日までの課税期間の消費税及び地方消費税の決定

処分並びに重加算税の賦課決定処分については、いずれも平成１９年２月２７日付けでした減額
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更正処分及び変更決定処分により一部減額され、並びに平成２３年２月２４日付け裁決により一

部取り消された後のもの、平成１６年１月１日から同年１２月３１日までの各課税期間の消費税

及び地方消費税の決定処分並びに重加算税の賦課決定処分については、いずれも平成１９年２月

２７日付けでした減額更正処分及び変更決定処分により一部減額された後のもの） 
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別紙２－１ 

本件各告知処分等及び本件裁決の経緯 

(単位：円) 

区  分 年 月 日 源泉所得税額 重加算税額 

① 
各納税告知処分及び各賦課決定処分 

（第一次） 
平成 18年 9月 13日 261,293,769 91,385,000 

② 上記①に対する異議申立て 平成 18年 11 月 8日 0 0 

③ 
各納税告知処分及び各賦課決定処分 

（第二次） 
平成 19年 2月 27日 

105,428 

(261,399,197) 

28,000 

(91,413,000) 

④ 
上記①の各訂正告知処分及び 

各変更決定処分 
平成 19年 2月 27日 

△3,737,126 

(257,662,071) 

△1,309,000 

(90,104,000) 

⑤ 上記③に対する異議申立て 平成 19年 4月 20日 0 0 

⑥ 上記①及び③に対する審査請求 平成 21年 8月 3日  0 0 

⑦ 
上記①の各再訂正告知処分及び 

各再変更決定処分 
平成 22年 1月 6日  

△153,439 

(257,508,632) 

△52,500 

(90,051,500) 

⑧ 審査裁決 平成 22年 7月 27日 255,580,144 89,383,000 

⑨ 
上記①及び③の本件訂正告知処分及 

び本件変更賦課決定処分 
平成 24年 6月 28日 

△36,318,632 

(219,222,697) 

△12,708,500 

(76,657,000) 

 

（注１）①欄における、各納税告知処分の内訳は別紙２－２の①欄のとおりであり、各賦課決定処

分の内訳は別紙２－３の①欄のとおりである。 

（注２）③欄における、各納税告知処分の内訳は別紙２－２の②欄のとおりであり、各賦課決定処

分の内訳は別紙２－３の②欄のとおりである。 

（注３）④欄における、各訂正告知処分の内訳は別紙２－２の③欄のとおりであり、各変更決定処

分の内訳は別紙２－３の③欄のとおりである。 

（注４）⑦欄における、各再訂正告知処分の内訳は別紙２－２の④欄のとおりであり、各再変更決

定処分の内訳は別紙２－３の④欄のとおりである。 

（注５）⑧欄における、源泉所得税額に係る審査裁決の内訳は別紙２－２の⑥欄のとおりであり、

重加算税額に係る審査裁決の内訳は別紙２－３の⑥欄のとおりである。 

（注６）⑨欄における、本件訂正告知処分の内訳は別紙２－２の⑦欄のとおりであり、本件変更賦

課決定処分の内訳は別紙２－３の⑦欄のとおりである。 

（注７）③欄、④欄、⑦欄及び⑨欄記載の括弧書きの各金額は、それぞれの処分後における処分額

の差引累計税額である。 
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（単位：円）

①各納税告知

処分額

(第一次)
(H18.9.13付)

②各納税告知

処分額

(第二次)
(H19.2.27付)

③各訂正告知

処分額

(H19.2.27付)

④各再訂正

告知処分額

(H22.1.6付)

⑤各告知処分

等の累計額

(①＋②＋
③＋④)

⑥本件裁決

認定額

(H22.7.27付)

⑦本件訂正告

知処分額

(H24.6.28付)

⑧訂正後本件

各告知処分額

(⑤、⑥又は
⑦の低い額)

H14.1 7,461,840 － － － 7,461,840 7,081,422 3,240,377 3,240,377

H14.2 7,852,215 600 － － 7,852,815 7,891,125 7,194,808 7,194,808

H14.3 8,710,364 100 － － 8,710,464 8,637,398 4,339,750 4,339,750

H14.4 8,403,656 － － － 8,403,656 8,277,485 － 8,277,485

H14.5 6,914,601 － － － 6,914,601 6,892,363 － 6,892,363

H14.6 7,221,786 64,700 － － 7,286,486 7,253,013 3,548,910 3,548,910

H14.7 6,465,380 － － － 6,465,380 6,455,502 － 6,455,502

H14.8 6,728,982 － － － 6,728,982 6,706,122 3,392,448 3,392,448

H14.9 7,029,261 － △ 63,335 － 6,965,926 6,878,510 － 6,878,510

H14.10 7,749,786 － － － 7,749,786 7,658,366 7,471,356 7,471,356

H14.11 8,151,738 － － － 8,151,738 8,124,622 4,600,940 4,600,940

H14.12 9,544,580 － △ 92,674 － 9,451,906 9,426,430 － 9,426,430

H15.1 8,634,846 － △ 518,980 － 8,115,866 8,003,800 － 8,003,800

H15.2 7,942,144 － △ 3,075 － 7,939,069 7,875,243 7,801,508 7,801,508

H15.3 6,848,197 9,829 － － 6,858,026 6,832,218 － 6,832,218

H15.4 6,427,909 － △ 43,866 － 6,384,043 6,356,480 － 6,356,480

H15.5 6,654,675 － △ 600 － 6,654,075 6,621,339 3,215,936 3,215,936

H15.6 6,422,949 － － － 6,422,949 6,417,049 － 6,417,049

H15.7 6,799,343 9,889 － － 6,809,232 6,676,372 6,061,079 6,061,079

H15.8 6,778,357 － － － 6,778,357 6,758,334 4,242,617 4,242,617

H15.9 5,716,381 － － － 5,716,381 5,667,558 － 5,667,558

H15.10 5,793,427 － － － 5,793,427 5,775,557 － 5,775,557

H15.11 6,433,927 － － － 6,433,927 6,430,027 3,690,027 3,690,027

H15.12 7,722,884 － △ 37,150 － 7,685,734 7,673,534 － 7,673,534

H16.1 6,580,915 － △ 628,616 － 5,952,299 5,951,459 4,925,353 4,925,353

H16.2 5,206,261 20,300 － － 5,226,561 5,189,218 － 5,189,218

H16.3 4,686,855 － △ 17,300 － 4,669,555 4,637,100 － 4,637,100

H16.4 5,244,001 － － － 5,244,001 5,145,238 － 5,145,238

H16.5 5,574,654 10 － － 5,574,664 5,451,828 5,310,579 5,310,579

H16.6 5,572,534 － － － 5,572,534 5,554,439 － 5,554,439

H16.7 6,517,156 － △ 163,700 － 6,353,456 6,267,901 3,823,091 3,823,091

H16.8 5,595,260 － △ 163,700 － 5,431,560 5,376,144 － 5,376,144

H16.9 5,300,360 － △ 163,700 － 5,136,660 5,135,880 4,806,352 4,806,352

H16.10 6,078,444 － △ 163,700 － 5,914,744 5,816,456 3,966,302 3,966,302

H16.11 5,686,310 － △ 163,700 － 5,522,610 5,508,785 － 5,508,785

H16.12 7,973,912 － △ 747,200 △ 55,575 7,171,137 7,171,137 7,026,845 7,026,845

H17.1 4,477,745 － △ 292,430 △ 27,300 4,158,015 4,158,145 － 4,158,015

H17.2 4,151,922 － △ 156,300 △ 15,735 3,979,887 3,980,132 － 3,979,887

H17.3 4,105,015 － △ 155,200 △ 6,488 3,943,327 3,943,457 3,623,815 3,623,815

H17.4 4,133,197 － △ 161,900 △ 48,341 3,922,956 3,922,956 2,735,292 2,735,292

合計 261,293,769 105,428 △ 3,737,126 △ 153,439 257,508,632 255,580,144 － 219,222,697

　　　　　　　　　　　　　　各告知処分等における本件各月分の源泉所得税額　　　　　　　　別紙２－２
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（単位：円）

①各賦課決定
処分額

(第一次)
(H18.9.13付)

②各賦課決定
処分額

(第二次)
(H19.2.27付)

③各変更決定
処分額

(H19.2.27付)

④各再変更
決定処分額

(H22.1.6付)

⑤各決定処分
等の累計額

(①＋②＋
③＋④)

⑥本件裁決
認定額

(H22.7.27付)

⑦本件変更賦
課決定処分額

(H24.6.28付)

⑧変更後本件
各賦課決定

処分額

(⑤、⑥又は
⑦の低い額)

H14.1 2,611,000 － － － 2,611,000 2,478,000 1,134,000 1,134,000

H14.2 2,747,500 － － － 2,747,500 2,761,500 2,516,500 2,516,500

H14.3 3,048,500 － － － 3,048,500 3,020,500 1,515,500 1,515,500

H14.4 2,940,000 － － － 2,940,000 2,894,500 － 2,894,500

H14.5 2,418,500 － － － 2,418,500 2,411,500 － 2,411,500

H14.6 2,527,000 21,000 － － 2,548,000 2,537,500 1,239,000 1,239,000

H14.7 2,261,000 － － － 2,261,000 2,257,500 － 2,257,500

H14.8 2,352,000 － － － 2,352,000 2,345,000 1,186,500 1,186,500

H14.9 2,457,000 － △ 21,000 － 2,436,000 2,404,500 － 2,404,500

H14.10 2,709,000 － － － 2,709,000 2,677,500 2,614,500 2,614,500

H14.11 2,852,500 － － － 2,852,500 2,842,000 1,610,000 1,610,000

H14.12 3,339,000 － △ 31,500 － 3,307,500 3,297,000 － 3,297,000

H15.1 3,020,500 － △ 182,000 － 2,838,500 2,800,000 － 2,800,000

H15.2 2,779,000 － △ 3,500 － 2,775,500 2,754,500 2,730,000 2,730,000

H15.3 2,394,000 － － － 2,394,000 2,390,500 － 2,390,500

H15.4 2,247,000 － △ 14,000 － 2,233,000 2,222,500 － 2,222,500

H15.5 2,327,500 － － － 2,327,500 2,317,000 1,123,500 1,123,500

H15.6 2,247,000 － － － 2,247,000 2,243,500 － 2,243,500

H15.7 2,376,500 － － － 2,376,500 2,334,500 2,121,000 2,121,000

H15.8 2,369,500 － － － 2,369,500 2,362,500 1,484,000 1,484,000

H15.9 1,998,500 － － － 1,998,500 1,981,000 － 1,981,000

H15.10 2,026,500 － － － 2,026,500 2,019,500 － 2,019,500

H15.11 2,250,500 － － － 2,250,500 2,250,500 1,291,500 1,291,500

H15.12 2,702,000 － △ 14,000 － 2,688,000 2,684,500 － 2,684,500

H16.1 2,303,000 － △ 220,500 － 2,082,500 2,082,500 1,722,000 1,722,000

H16.2 1,820,000 7,000 － － 1,827,000 1,813,000 － 1,813,000

H16.3 1,638,000 － △ 7,000 － 1,631,000 1,620,500 － 1,620,500

H16.4 1,834,000 － － － 1,834,000 1,799,000 － 1,799,000

H16.5 1,949,500 － － － 1,949,500 1,907,500 1,858,500 1,858,500

H16.6 1,949,500 － － － 1,949,500 1,942,500 － 1,942,500

H16.7 2,278,500 － △ 56,000 － 2,222,500 2,191,000 1,337,000 1,337,000

H16.8 1,956,500 － △ 56,000 － 1,900,500 1,879,500 － 1,879,500

H16.9 1,855,000 － △ 59,500 － 1,795,500 1,795,500 1,680,000 1,680,000

H16.10 2,124,500 － △ 56,000 － 2,068,500 2,033,500 1,386,000 1,386,000

H16.11 1,988,000 － △ 56,000 － 1,932,000 1,925,000 － 1,925,000

H16.12 2,789,500 － △ 262,500 △ 17,500 2,509,500 2,509,500 2,457,000 2,457,000

H17.1 1,564,500 － △ 101,500 △ 10,500 1,452,500 1,452,500 － 1,452,500

H17.2 1,452,500 － △ 56,000 △ 7,000 1,389,500 1,393,000 － 1,389,500

H17.3 1,435,000 － △ 56,000 － 1,379,000 1,379,000 1,267,000 1,267,000

H17.4 1,445,500 － △ 56,000 △ 17,500 1,372,000 1,372,000 955,500 955,500

合計 91,385,000 28,000 △ 1,309,000 △ 52,500 90,051,500 89,383,000 － 76,657,000

　　　　　　　　　　　　　　各決定処分等における本件各月分の重加算税額　　　　　　　　別紙２－３

  



38 

別紙３－１

本件所得税各決定処分等の経緯等(平成13年分)

（単位：円）

決定処分等 異議申立て 更正処分等 異 議 決 定 審 査 請 求 審 査 裁 決

平成18年7月31日 平成18年8月31日 平成19年2月27日 平成22年2月1日 平成22年3月1日 平成23年2月24日

① 69,254,114 0 65,272,285 0 64,870,014

事業所得の金額 ② 64,626,114 0 60,644,285 0 60,242,014

給与所得の金額 ③ 4,628,000 0 4,628,000 0 4,628,000

④ 3,190,102 0 3,190,102 0 3,190,102

⑤ 66,064,000 0 62,082,000 0 61,679,000

⑥ 21,953,680 0 20,480,340 0 20,331,230

⑦ 250,000 0 250,000 0 250,000

⑧ 88,800 0 88,800 0 88,800

⑨ 21,614,800 0 20,141,500 0 19,992,400

⑩ 8,644,000 0 8,056,000 0 7,996,000

別紙３－２

本件所得税各決定処分等の経緯等(平成14年分)

（単位：円）

決定処分等 異議申立て 更正処分等 異 議 決 定 審 査 請 求 審 査 裁 決

平成18年7月31日 平成18年8月31日 平成19年2月27日 平成22年2月1日 平成22年3月1日 平成23年2月24日

① 100,446,708 0 94,401,528 0

事業所得の金額 ② 98,719,908 0 92,674,728 0

給与所得の金額 ③ 1,726,800 0 1,726,800 0

④ 3,320,875 0 3,320,875 0

⑤ 97,125,000 0 91,080,000 0

⑥ 33,446,250 0 31,209,600 0

⑦ 250,000 0 250,000 0

⑧ 49,280 0 49,280 0

⑨ 33,146,900 0 30,910,300 0

⑩ 13,256,000 0 12,364,000 0

棄　却

項　　　目

年　月　日

総 所 得 金 額

内

　

訳

所得控除の額の合計額

課税される総所得金額

課税される総所得金額

に 対 す る 税 額

定 率 減 税 額

源 泉 徴 収 税 額

納 付 す べ き 税 額

重 加 算 税

棄　却

納 付 す べ き 税 額

重 加 算 税

項　　　目

年　月　日

総 所 得 金 額

棄　却

内

　

訳

所得控除の額の合計額

課税される総所得金額

課税される総所得金額

に 対 す る 税 額

定 率 減 税 額

源 泉 徴 収 税 額
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別紙３－３

本件所得税各決定処分等の経緯等(平成15年分)

（単位：円）

確 定 申 告 更正処分等 異議申立て 更正処分等 異 議 決 定 審 査 請 求 審 査 裁 決

平成16年3月12日 平成18年7月31日 平成18年8月31日 平成19年2月27日 平成22年2月1日 平成22年3月1日 平成23年2月24日

① 0 70,580,212 0 68,332,060 0 68,112,280

事業所得の金額 ② － 62,709,346 0 60,461,194 0 60,241,414

雑 所 得 の 金額 ③ － 7,870,866 0 7,870,866 0 7,870,866

④ 136,323,791 147,364,814 0 147,364,814 0 147,364,814

⑤ 1,646,600 2,839,600 0 2,839,600 0 2,839,600

⑥ 0 67,740,000 0 65,492,000 0 65,272,000

⑦ 134,677,000 147,364,000 0 147,364,000 0 147,364,000

⑧ 9,427,390 32,889,280 0 32,057,520 0 31,976,120

⑥に対する税額 ⑨ 0 22,573,800 0 21,742,040 0 21,660,640

⑦に対する税額 ⑩ 9,427,390 10,315,480 0 10,315,480 0 10,315,480

⑪ 250,000 250,000 0 250,000 0 250,000

⑫ 0 0 0 0 0 0

⑬ 9,177,300 32,639,200 0 31,807,500 0 31,726,100

⑭ － 8,211,000 0 7,920,500 0 7,889,000

別紙３－４

本件所得税各決定処分等の経緯等(平成16年分)

（単位：円）

確 定 申 告 更正処分等 異議申立て 更正処分等 異 議 決 定 審 査 請 求 審 査 裁 決

平成17年3月15日 平成18年7月31日 平成18年8月31日 平成19年2月27日 平成22年2月1日 平成22年3月1日 平成23年2月24日

① 0 89,998,620 0 87,899,650 87,898,650 0

事業所得の金額 ② － 73,699,054 0 71,610,084 71,609,084 0

雑 所 得 の 金額 ③ － 16,299,566 0 16,289,566 16,289,566 0

④ 123,215,595 157,567,583 0 157,567,583 157,567,583 0

⑤ 2,331,200 3,774,200 0 3,774,200 3,774,200 0

⑥ 0 86,224,000 0 84,125,000 84,124,000 0

⑦ 120,884,000 157,567,000 0 157,567,000 157,567,000 0

⑧ 8,461,880 40,442,570 0 39,665,940 39,665,570 0

⑥に対する税額 ⑨ 0 29,412,880 0 28,636,250 28,635,880 0

⑦に対する税額 ⑩ 8,461,880 11,029,690 0 11,029,690 11,029,690 0

⑪ 250,000 250,000 0 250,000 250,000 0

⑫ 0 971,668 0 971,668 971,668 0

⑬ 8,211,800 39,220,900 0 38,444,200 38,443,900 0

⑭ － 10,850,000 0 10,580,500 10,580,500 0

項　　　目

年　月　日

総 所 得 金 額

（ ② ＋ ③ ）

棄　却

内

　

訳

上場株式等に係る譲渡所

得の金額

所得控除の額の合計額

上場株式等に係る課税譲

渡所得の金額

算 出 税 額

（ ⑨ ＋ ⑩ ）

源 泉 徴 収 税 額

内

　

訳

定 率 減 税 額

課税総所得金額

棄　却

内

　

訳

定 率 減 税 額

源 泉 徴 収 税 額

納 付 す べ き 税 額

重 加 算 税

内

　

訳

上場株式等に係る譲渡所
得の金額

所得控除の額の合計額

課税総所得金額

上場株式等に係る課税譲

渡所得の金額

算 出 税 額

（ ⑨ ＋ ⑩ ）

総 所 得 金 額

（ ② ＋ ③ ）

項　　　目

年　月　日

納 付 す べ き 税 額

重 加 算 税
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別紙３－５

本件消費税等各決定処分の経緯等(平成15年課税期間)

（単位：円）

決 定 処 分 等 異 議 申 立 て 更 正 処 分 等 異 議 決 定 審 査 請 求 審 査 裁 決

平成18年7月31日 平成18年8月31日 平成19年2月27日 平成22年2月1日 平成22年3月1日 平成23年2月24日

① 865,203,000 0 869,605,000 0 869,395,000

② 26,026,400 0 25,850,600 0 25,842,200

③ 6,506,600 0 6,462,600 0 6,460,500

④ 32,533,000 0 32,313,200 0 32,302,700

⑤ 13,012,000 0 12,924,000 0 12,920,000

別紙３－６

本件消費税等各決定処分の経緯等(平成16年課税期間)

（単位：円）

決 定 処 分 等 異 議 申 立 て 更 正 処 分 等 異 議 決 定 審 査 請 求 審 査 裁 決

平成18年7月31日 平成18年8月31日 平成19年2月27日 平成22年2月1日 平成22年3月1日 平成23年2月24日

① 724,001,000 0 724,761,000 0

② 22,164,500 0 22,008,800 0

③ 5,541,100 0 5,502,200 0

④ 27,705,600 0 27,511,000 0

⑤ 11,080,000 0 11,004,000 0

項　　　目

棄　却棄　却

納 付 す べ き 消 費 税 額

納付すべき地方消費税額

年　月　日

課 税 標 準 額

納付すべき消費税等の額

（ ② ＋ ③ ）

重 加 算 税

項　　　目

年　月　日

課 税 標 準 額

棄　却

納 付 す べ き 消 費 税 額

納付すべき地方消費税額

納付すべき消費税等の額

（ ② ＋ ③ ）

重 加 算 税
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別紙４ 

各処分等の根拠及び適法性 

第１ 第１事件について 

１ 各納税告知処分の根拠及び適法性 

(1) 各納税告知処分の根拠 

被告が本訴において主張する原告の納付すべき源泉所得税額は、原告が、平成１４年１月か

ら平成１７年４月までの期間において、自身が経営する複数のキャバクラ店に勤務する各ホス

テスらに対して支払った給与等の額（別紙５の「給与等の支払額」欄記載の額）について所得

税法１８５条１項（平成２２年法律第６号による改正前のもの。以下同じ。）２号イ又はホに

基づき算出した所得税の合計額であり、本件各月分の源泉所得税額は、別紙５の「源泉所得税

額」欄記載のとおりである。 

(2) 各納税告知処分の適法性 

被告が本訴において主張する本件各月分の源泉所得税額は、上記(1)のとおりであるところ、

これらの源泉所得税額は、訂正後本件各告知処分額（別紙２－２⑧欄）を上回り、又は訂正後

本件各告知処分額と同額であるから、各納税告知処分（ただし、別紙２－２のとおり各訂正告

知処分、各再訂正告知処分、本件裁決及び本件訂正告知処分により一部減額され、又は一部取

り消された後のもの）は、いずれも適法である。 

２ 各賦課決定処分の根拠及び適法性 

(1) 各賦課決定処分の根拠 

原告は、自身が経営する複数のキャバクラ店に勤務する各ホステスらに対する給与等の支払

者であり、平成１４年１月から平成１７年４月までの期間において各ホステスらに支払った給

与等について所得税法１８３条１項に基づき所得税を徴収し、これらをその各法定納期限まで

に国に納付すべきであったにもかかわらず、上記キャバクラ店は原告の従業員がその代表を務

める事業実体のない法人等が経営するものであるかのように装うなど、原告が上記給与等の支

払者ではないかのように仮装し、上記給与等に係る源泉所得税をその各法定納期限までに国に

納付しなかったものである。 

これらの行為が国税通則法（以下「通則法」という。）６８条３項（平成１８年法律第１０

号による改正前のもの。以下同じ。）に規定する「事実の全部又は一部を隠ぺいし、又は仮装

し、その隠ぺいし、又は仮装したところに基づきその国税をその法定納期限までに納付しなか

ったとき」に該当することは明らかであるから、各納税告知処分に係る源泉所得税については、

同項に基づき重加算税が徴収されることとなる。 

そして、上記１(2)のとおり、各納税告知処分はいずれも適法であるところ、本件各月分の

源泉所得税の重加算税の額は、本件各告知処分に係る納付すべき各源泉所得税額（通則法１１

８条３項により１万円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）に、同法６８条３項に基づき１

００分の３５の割合を乗じて算出した、別紙５の「重加算税額」欄記載の各金額である。 

(2) 各賦課決定処分の適法性 

被告が本訴において主張する本件各月分の源泉所得税の重加算税の額は、上記(1)のとおり

であり、これらの税額は、変更後本件各賦課決定処分額（別紙２－３の⑧欄）を上回り、又は

変更後本件各賦課決定処分額と同額であるから、各賦課決定処分（ただし、別紙２－３のとお

り各変更決定処分、各再変更決定処分、本件裁決及び本件変更賦課決定処分により一部減額さ
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れ、又は一部取り消された後のもの）は、いずれも適法である。 

第２ 第２事件について 

１ 本件各年分の所得税の決定処分又は更正処分の根拠について 

被告が本訴において主張する原告の本件各年分の所得税に係る総所得金額及び納付すべき税

額は、次のとおりである（別紙６－１参照）。 

(1) 平成１３年分 

ア 総所得金額（別紙６－１の「平成１３年分」欄の順号①） ６４８７万００１４円 

上記金額は、次の(ア)及び(イ)の各金額の合計額である。 

(ア) 事業所得の金額（別紙６－１の「平成１３年分」欄の順号②） 

 ６０２４万２０１４円 

上記金額は、本件各事業に係る総収入金額から売上原価及び必要経費を控除した後の所

得金額であり、その内訳は別紙７の「平成１３年分」欄の各金額のとおりである。 

(イ) 給与所得の金額（別紙６－１の「平成１３年分」欄の順号③） ４６２万８０００円 

上記金額は、株式会社ｈ（以下「ｈ社」という。）からの給与の収入金額６４６万円か

ら、所得税法２８条３項３号に基づき計算した給与所得控除額１８３万２０００円を控除

した後の金額である。 

イ 所得控除の合計額（別紙６－１の「平成１３年分」欄の順号⑥） ３１９万０１０２円 

上記金額は、次の(ア)から(カ)までの合計額である。 

(ア) 社会保険料控除の額 ８５万７１０２円 

上記金額は、原告が平成１３年において支払った国民健康保険の保険料の金額であり、

社会保険料控除（所得税法７４条。ただし、平成１８年法律第８３号による改正前のもの。

以下同じ。）の対象となる金額である。 

(イ) 生命保険料控除の額 ５万円 

上記金額は、原告が平成１３年において支払った生命保険料の金額を基に計算される生

命保険料控除（所得税法７６条。ただし、平成１７年法律第１０２号による改正前のもの。

以下同じ。）の額である。 

(ウ) 損害保険料控除の額 ３０００円 

上記金額は、原告が平成１３年において支払った損害保険料の金額を基に計算される損

害保険料控除（所得税法７７条。ただし、平成１８年法律第１０号による改正前のもの。

以下同じ。）の額である。 

(エ) 配偶者控除の額 ３８万円 

上記金額は、原告の総所得金額から控除される配偶者控除（所得税法８３条。ただし、

平成２２年法律第６号による改正前のもの。以下同じ。）の額である。 

(オ) 扶養控除の額 １５２万円 

上記金額は、原告の総所得金額から控除される扶養控除（所得税法８４条。ただし、平

成１８年法律第１０号による改正前のもの。以下同じ。）の額である。 

(カ) 基礎控除の額 ３８万円 

上記金額は、原告の総所得金額から控除される基礎控除（所得税法８６条）の額である。 

ウ 課税総所得金額（別紙６－１の「平成１３年分」欄の順号⑦） ６１６７万９０００円 

上記金額は、上記アの総所得金額６４８７万００１４円から上記イの所得控除の額３１９
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万０１０２円を控除した後の金額（ただし、通則法１１８条１項により１０００円未満の端

数金額を切り捨てた後のもの。以下同じ。）である。 

エ 納付すべき税額（別紙６－１の「平成１３年分」欄の順号⑭） １９９９万２４００円 

上記金額は、次の(ア)の金額から(イ)及び(ウ)の各金額を差し引いた後の金額（ただし、

通則法１１９条１項により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの。以下同じ。）である。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額（別紙６－１の「平成１３年分」欄の順号⑩） 

 ２０３３万１２３０円 

上記金額は、上記ウの課税総所得金額に、所得税法８９条１項（ただし、平成１８年法

律第１０号による改正前のもの。以下同じ。）及び経済社会の変化等に対応して早急に講

ずべき所得税及び法人税の負担軽減措置に関する法律（以下「負担軽減措置法」という。）

４条（ただし、平成１８年法律第１０号による改正（廃止）前のもの。以下同じ。）所定

の税率を適用して算出した金額である。 

(イ) 定率減税額（別紙６－１の「平成１３年分」欄の順号⑫） ２５万円 

上記金額は、負担軽減措置法６条２項（ただし、平成１７年法律第２１号による改正前

のもの。以下同じ。）により所得税額から控除される金額である。 

(ウ) 源泉徴収税額（別紙６－１の「平成１３年分」欄の順号⑬） ８万８８００円 

上記金額は、ｈ社からの給与につき源泉徴収された所得税の額である。 

(2) 平成１４年分 

ア 総所得金額（別紙６－１の「平成１４年分」欄の順号①） ９４４０万１５２８円 

上記金額は、次の(ア)及び(イ)の各金額の合計額である。 

(ア) 事業所得の金額（別紙６－１の「平成１４年分」欄の順号②） 

 ９２６７万４７２８円 

上記金額は、本件各事業に係る総収入金額から売上原価及び必要経費を控除した後の所

得金額であり、その内訳は、別紙７の「平成１４年分」欄の各金額のとおりである。 

(イ) 給与所得の金額（別紙６－１の「平成１４年分」欄の順号③） １７２万６８００円 

上記金額は、ｈ社からの給与の収入金額２７２万５０００円から所得税法２８条３項３

号に基づき計算した給与所得控除額９９万８２００円を控除した後の金額である。 

イ 所得控除の合計額（別紙６－１の「平成１４年分」欄の順号⑥） ３３２万０８７５円 

上記金額は、次の(ア)から(カ)までの合計額である。 

(ア) 社会保険料控除の額 ６０万７８７５円 

上記金額は、原告が平成１４年において支払った国民健康保険の保険料の金額であり、

社会保険料控除（所得税法７４条）の対象となる金額である。 

(イ) 生命保険料控除の額 ５万円 

上記金額は、原告が平成１４年において支払った生命保険料の金額を基に計算される生

命保険料控除（所得税法７６条）の額である。 

(ウ) 損害保険料控除の額 ３０００円 

上記金額は、原告が平成１４年において支払った損害保険料の金額を基に計算される損

害保険料控除（所得税法７７条）の額である。 

(エ) 配偶者控除の額 ３８万円 

上記金額は、原告の総所得金額から控除される配偶者控除（所得税法８３条）の額であ
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る。 

(オ) 扶養控除の額 １９０万円 

上記金額は、原告の総所得金額から控除される扶養控除（所得税法８４条）の額である。 

(カ) 基礎控除の額 ３８万円 

上記金額は、原告の総所得金額から控除される基礎控除（所得税法８６条）の額である。 

ウ 課税総所得金額（別紙６－１の「平成１４年分」欄の順号⑦） ９１０８万円 

上記金額は、上記アの総所得金額９４４０万１５２８円から上記イの所得控除の合計額３

３２万０８７５円を控除した後の金額である。 

エ 納付すべき税額（別紙６－１の「平成１４年分」欄の順号⑭） ３０９１万０３００円 

上記金額は、次の(ア)の金額から(イ)及び(ウ)の各金額を差し引いた後の金額である。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額（別紙６－１の「平成１４年分」欄の順号⑦） 

 ３１２０万９６００円 

上記金額は、上記ウの課税総所得金額に、所得税法８９条１項及び負担軽減措置法４条

所定の税率を適用して算出した金額である。 

(イ) 定率減税額（別紙６－１の「平成１４年分」欄の順号⑫） ２５万円 

上記金額は、負担軽減措置法６条２項により所得税額から控除される金額である。 

(ウ) 源泉徴収税額（別紙６－１の「平成１４年分」欄の順号⑬） ４万９２８０円 

上記金額は、ｈ社からの給与につき源泉徴収された所得税の額である。 

(3) 平成１５年分 

ア 総所得金額（別紙６－１の「平成１５年分」欄の順号①） ６８１１万２２８０円 

上記金額は、次の(ア)及び(イ)の各金額の合計額である。 

(ア) 事業所得の金額（別紙６－１の「平成１５年分」欄の順号②） 

 ６０２４万１４１４円 

上記金額は、本件各事業に係る総収入金額から売上原価及び必要経費を控除した後の所

得金額であり、その内訳は、別紙７の「平成１５年分」欄の各金額のとおりである。 

(イ) 雑所得の金額（別紙６－１の「平成１５年分」欄の順号④） ７８７万０８６６円 

上記金額は、次のａの金額とｂの金額を通算した金額である。 

ａ 私募債償還差益等 ８２６万３５６６円 

上記金額は、原告が株式会社Ｍ（以下「Ｍ」という。）を通じて購入したＢ（以下

「Ｂ」という。）発行に係る私募債の利益分配及び償還差益（以下「償還差益等」と

いう。）の所得金額であり、その内訳は、別紙８の「平成１５年分」欄のとおりであ

る（乙２８参照）。 

ｂ 海外口座運用損 △３９万２７００円 

上記金額は、原告がＭに対し、スイスのプライベートバンクにおいて開設した匿名

口座の資金運用を委託したことに伴い生じた運用損の金額である（乙２９参照）。 

イ 上場株式等に係る譲渡所得の金額（別紙６－１の「平成１５年分」欄の順号⑤） 

 １億４７３６万４８１４円 

上記金額は、次の(ア)の金額から(イ)の金額を控除した後の金額である。 

(ア) 上場株式等の譲渡に係る収入金額 ９億７５８１万１８６０円 

上記金額は、原告がＫ証券株式会社（以下「Ｋ証券」という。）及びＬ証券株式会社（以
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下「Ｌ証券」という。）においてそれぞれ開設した各特定口座で行った上場株式等の譲渡

に係る収入金額の合計額であり、その内訳は以下のとおりである（乙３０参照）。 

ａ Ｋ証券分 ７億８９３９万０５５０円 

ｂ Ｌ証券分 １億８６４２万１３１０円 

(イ) 上場株式等の譲渡に係る取得費等の額 ８億２８４４万７０４６円 

上記金額は、原告が譲渡した上記(ア)の上場株式等に係る取得費及び譲渡に要した費用

等の合計額であり、その内訳は以下のとおりである（乙３０参照）。 

ａ Ｋ証券分 ６億５３０６万６７５９円 

ｂ Ｌ証券分 １億７５３８万０２８７円 

ウ 所得控除の合計額（別紙６－１の「平成１５年分」欄の順号⑥） ２８３万９６００円 

上記金額は、次の(ア)から(カ)までの合計額である。 

(ア) 社会保険料控除の額 １２万６６００円 

上記金額は、原告が平成１５年において支払った国民健康保険の保険料の金額であり、

社会保険料控除（所得税法７４条）の対象となる金額である。 

(イ) 生命保険料控除の額 ５万円 

上記金額は、原告が平成１５年において支払った生命保険料の金額を基に計算される生

命保険料控除（所得税法７６条）の額である。 

(ウ) 損害保険料控除の額 ３０００円 

上記金額は、原告が平成１５年において支払った損害保険料の金額を基に計算される損

害保険料控除（所得税法７７条）の額である。 

(エ) 配偶者控除の額 ３８万円 

上記金額は、原告の総所得金額から控除される配偶者控除（所得税法８３条）の額であ

る。 

(オ) 扶養控除の額 １９０万円 

上記金額は、原告の総所得金額から控除される扶養控除（所得税法８４条）の額である。 

(カ) 基礎控除の額 ３８万円 

上記金額は、原告の総所得金額から控除される基礎控除（所得税法８６条）の額である。 

エ 課税総所得金額（別紙６－１の「平成１５年分」欄の順号⑦） ６５２７万２０００円 

上記金額は、上記アの総所得金額６８１１万２２８０円から上記ウの所得控除の合計額２

８３万９６００円を控除した後の金額である。 

オ 上場株式等に係る課税譲渡所得の金額（別紙６－１の「平成１５年分」欄の順号⑧） 

 １億４７３６万４０００円 

上記金額は、上記イの上場株式等に係る譲渡所得の金額１億４７３６万４８１４円につい

て、通則法１１８条１項により１０００円未満の端数金額を切り捨てた金額である。 

カ 納付すべき税額（別紙６－１の「平成１５年分」欄の順号⑭） ３１７２万６１００円 

上記金額は、次の(ア)及び(イ)の合計金額から(ウ)の金額を差し引いた後の金額である。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額（別紙６－１の「平成１５年分」欄の順号⑩） 

 ２１６６万０６４０円 

上記金額は、上記エの課税総所得金額に、所得税法８９条１項及び負担軽減措置法４条

所定の税率を適用して算出した金額である。 
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(イ) 上場株式等に係る課税譲渡所得の金額に対する税額（別紙６－１の「平成１５年分」

欄の順号⑪） １０３１万５４８０円 

上記金額は、上記オの上場株式等に係る課税総所得金額に、租税特別措置法（以下「措

置法」という。）３７条の１１第１項（ただし、平成２０年法律第２３号による改正（廃

止）前のもの。以下同じ。）所定の税率を適用して算出した金額である。 

(ウ) 定率減税額（別紙６－１の「平成１５年分」欄の順号⑫） ２５万円 

上記金額は、負担軽減措置法６条２項により所得税額から控除される金額である。 

(4) 平成１６年分 

ア 総所得金額（別紙６－１の「平成１６年分」欄の順号①） ９１８９万８６５０円 

上記金額は、次の(ア)及び(イ)の各金額の合計額である。 

(ア) 事業所得の金額（別紙６－１の「平成１６年分」欄の順号②） ７１６０万９０８４円 

上記金額は、本件各事業に係る総収入金額から売上原価及び必要経費を控除した後の所

得金額であり、その内訳は、別紙７の「平成１６年分」欄の各金額のとおりである。 

(イ) 雑所得の金額（別紙６－１の「平成１６年分」欄の順号④） ２０２８万９５６６円 

上記金額は、次のａからｄまでの各金額を通算した金額である。 

ａ 私募債償還差益等 ４１８万７０５５円 

上記金額は、原告がＭを通じて購入したＢ発行に係る私募債の償還差益等の所得金

額であり、その内訳は、別紙８の「平成１６年分」欄のとおりである（乙２８参照）。 

ｂ 乙に預けた資金の運用利益 １１４８万９５０３円 

上記金額は、原告が知人である乙（以下「乙」という。）に資金を預け、株式投資

により運用させて得た運用利益である（別紙９参照）。 

ｃ 匿名組合出資金に係る利益配当金 ４８５万８３４２円 

上記金額は、原告が有限会社ｆ（以下「ｆ社」という。）に対して出資した匿名組

合出資金に対する利益配当金の金額である（乙３１参照）。 

ｄ 海外口座運用損 △２４万５３３４円 

上記金額は、原告がＭに対し、スイスのプライベートバンクに開設した匿名口座の

資金運用を委託したことに伴い生じた運用損の金額である（乙２９参照）。 

イ 上場株式等に係る譲渡所得の金額（別紙６－１の「平成１６年分」欄の順号⑤） 

 １億５７５６万７５８３円 

上記金額は、次の(ア)の金額から(イ)の金額を控除した後の金額である。 

(ア) 上場株式等の譲渡に係る収入金額 ２１億８４１８万３００８円 

上記金額は、原告がＫ証券及びＬ証券においてそれぞれ開設した各特定口座で行った上

場株式等の譲渡に係る収入金額の合計額であり、その内訳は以下のとおりである（乙３２

参照）。 

ａ Ｋ証券分 ５億１７１６万９２００円 

ｂ Ｌ証券分 １６億６７０１万３８０８円 

(イ) 上場株式等の譲渡に係る取得費等の額 ２０億２６６１万５４２５円 

上記金額は、原告が譲渡した上記(ア)の上場株式等に係る取得費及び譲渡に要した費用

の額等の合計額であり、その内訳は以下のとおりである（乙３２参照）。 

ａ Ｋ証券分 ４億８２８１万７２１２円 
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ｂ Ｌ証券分 １５億４３７９万８２１３円 

ウ 所得控除の合計（別紙６－１の「平成１６年分」欄の順号⑥） ３７７万４２００円 

上記金額は、次の(ア)から(カ)までの合計額である。 

(ア) 社会保険料控除の額 ８１万１２００円 

上記金額は、原告が平成１６年において支払った国民健康保険の保険料の金額であり、

社会保険料控除（所得税法７４条）の対象となる金額である。 

(イ) 生命保険料控除の額 ５万円 

上記金額は、原告が平成１６年において支払った生命保険料の金額を基に計算される生

命保険料控除（所得税法７６条）の額である。 

(ウ) 損害保険料控除の額 ３０００円 

上記金額は、原告が平成１６年において支払った損害保険料の金額を基に計算される損

害保険料控除（所得税法７７条）の額である。 

(エ) 配偶者控除の額 ３８万円 

上記金額は、原告の総所得金額から控除される配偶者控除（所得税法８３条）の額であ

る。 

(オ) 扶養控除の額 ２１５万円 

上記金額は、原告の総所得金額から控除される扶養控除（所得税法８４条）の額である。 

(カ) 基礎控除の額 ３８万円 

上記金額は、原告の総所得金額から控除される基礎控除（所得税法８６条）の額である。 

エ 課税総所得金額（別紙６－１の「平成１６年分」欄の順号⑦） ８８１２万４０００円 

上記金額は、上記アの総所得金額９１８９万８６５０円から上記ウの所得控除の合計額３

７７万４２００円を控除した後の金額である。 

オ 上場株式等に係る課税譲渡所得の金額（別紙６－１の「平成１６年分」欄の順号⑧） 

 １億５７５６万７０００円 

上記金額は、上記イの上場株式等に係る譲渡所得の金額１億５７５６万７５８３円につい

て、通則法１１８条１項により１０００円未満の端数金額を切り捨てた金額である。 

カ 納付すべき税額（別紙６－１の「平成１６年分」欄の順号⑭） ３９９２万３９００円 

上記金額は、次の(ア)及び(イ)の合計金額から(ウ)及び(エ)の各金額を差し引いた後の金

額である。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額（別紙６－１の「平成１６年分」欄の順号⑩） 

 ３０１１万５８８０円 

上記金額は、上記エの課税総所得金額に、所得税法８９条１項及び負担軽減措置法４条

所定の税率を適用して算出した金額である。 

(イ) 上場株式等に係る課税譲渡所得の金額に対する税額（別紙６－１の「平成１６年分」

欄の順号⑪） １１０２万９６９０円 

上記金額は、上記オの上場株式等に係る課税総所得金額に、措置法３７条の１１第１項

所定の税率を適用して算出した金額である。 

(ウ) 定率減税額（別紙６－１の「平成１６年分」欄の順号⑫） ２５万円 

上記金額は、負担軽減措置法６条２項により所得税額から控除される金額である。 

(エ) 源泉徴収税額（別紙６－１の「平成１６年分」欄の順号⑬） ９７万１６６８円 
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上記金額は、上記ア(イ)ｃのｆ社からの利益配当金につき源泉徴収された所得税の額で

ある。 

２ 本件各課税期間の消費税等の各決定処分の根拠について 

被告が本訴において主張する原告の本件各課税期間の消費税等に係る課税標準額及び納付す

べき税額は、次のとおりである（別紙６－２参照）。 

(1) 平成１５年課税期間 

ア 消費税 

(ア) 課税標準額（別紙６－２の「平成１５年課税期間」欄の順号①） 

 ８億６９３９万５０００円 

上記金額は、次のａからｃまでの各金額の合計額９億１２８６万５６４３円に１０５分

の１００の割合を乗じて算出した金額（消費税法２８条１項括弧書きに基づき、当該合計

額に含まれる消費税額及び地方消費税額に相当する額を除いた金額。ただし、通則法１１

８条１項により１０００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの。以下同じ。）である。 

ａ 課税資産の譲渡等の対価の額である飲食売上高の額 ８億６９６５万５９６０円 

上記金額は、本件キャバクラ事業及び本件居酒屋事業に係る各売上高の合計額であ

る（別紙１０の「平成１５年課税期間」の「飲食売上高の額」欄参照）。 

ｂ 課税資産の譲渡等の対価である店舗転貸料の額 ２５３９万円 

上記金額は、本件店舗転貸事業に係る収入の合計額である（別紙１０の「平成１５

年課税期間」の「店舗転貸料の額」欄参照）。 

ｃ 課税資産の譲渡等の対価の額である雑収入の額 １７８１万９６８３円 

上記金額は、原告が本件ホステスから徴収した制服代及び送り代並びに顧客から受

領したカード手数料の合計額である（別紙１０の「平成１５年課税期間」の「雑収入」

欄参照）。 

(イ) 消費税額（別紙６－２の「平成１５年課税期間」欄の順号②） 

 ３４７７万５８００円 

上記金額は、上記(ア)の金額に、消費税法２９条所定の税率１００分の４の割合を乗じ

て算出した金額である。 

(ウ) 控除対象仕入税額（別紙６－２の「平成１５年課税期間」欄の順号③） 

 ８９３万３５６８円 

上記金額は、原告が平成１５年課税期間において行った課税仕入れの合計額２億３４５

０万６１７２円（別紙１０の「平成１５年課税期間」の「課税仕入れの額」欄参照）に、

消費税法３０条１項に基づき１０５分の４を乗じて算出した金額である。 

(エ) 納付すべき消費税額（別紙６－２の「平成１５年課税期間」欄の順号④） 

 ２５８４万２２００円 

上記金額は、上記(イ)の金額から上記(ウ)の金額を差し引いた後の金額（ただし、通則

法１１９条１項に基づき１００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの。以下同じ。）で

ある。 

イ 地方消費税 

(ア) 課税標準となる消費税額 ２５８４万２２００円 

上記金額は、上記ア(エ)の納付すべき消費税額である（地方税法７２条の７７第２号、
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７２条の８２、以下同じ。）。 

(イ) 納付すべき地方消費税額（別紙６－２の「平成１５年課税期間」欄の順号⑤） 

 ６４６万０５００円 

上記金額は、上記(ア)の金額に地方税法７２条の８３所定の税率１００分の２５の割合

を乗じて算出した金額（ただし、地方税法２０条の４の２第３項に基づき１００円未満の

端数金額を切り捨てた後のもの。以下同じ。）である。 

ウ 納付すべき消費税等の額（別紙６－２の「平成１５年課税期間」欄の順号⑥） 

 ３２３０万２７００円 

上記金額は、上記ア(エ)及びイ(イ)の各金額の合計額である。 

(2) 平成１６年課税期間 

ア 消費税 

(ア) 課税標準額（別紙６－２の「平成１６年課税期間」欄の順号①） 

 ７億２４７６万１０００円 

上記金額は、次のａからｃまでの各金額の合計額７億６０９９万９２７５円に１０５分

の１００の割合を乗じて算出した金額である。 

ａ 課税資産の譲渡等の対価の額である飲食売上高の額 ６億６８２７万５２５５円 

上記金額は、本件キャバクラ事業及び本件居酒屋事業に係る各売上高の合計額であ

る（別紙１０の「平成１６年課税期間」の「飲食売上高の額」欄参照）。 

ｂ 課税資産の譲渡等の対価である店舗転貸料の額 ８０００万円 

上記金額は、本件店舗転貸事業に係る収入の合計額である（別紙１０の「平成１６

年課税期間」の「店舗転貸料」欄参照）。 

ｃ 課税資産の譲渡等の対価の額である雑収入の額 １２７２万４０２０円 

上記金額は、原告が本件ホステスから徴収した制服代及び送り代並びに顧客から受

領したカード手数料の合計額である（別紙１０の「平成１６年課税期間」の「店舗転

貸料」欄参照）。 

(イ) 消費税額（別紙６－２の「平成１６年課税期間」欄の順号②） 

 ２８９９万０４４０円 

上記金額は、上記(ア)の金額に、消費税法２９条所定の税率１００分の４の割合を乗じ

て算出した金額である。 

(ウ) 控除対象仕入税額（別紙６－２の「平成１６年課税期間」欄の順号③） 

 ６９８万１５８７円 

上記金額は、原告が平成１６年課税期間において行った課税仕入れの合計額１億８３２

６万６６６１円（別紙１０の「平成１６年課税期間」の「課税仕入れ」欄参照）に、消費

税法３０条１項に基づき１０５分の４を乗じて算出した金額である。 

(エ) 納付すべき消費税額（別紙６－２の「平成１６年課税期間」欄の順号④） 

 ２２００万８８００円 

上記金額は、上記(イ)の金額から上記(ウ)の金額を差し引いた後の金額である。 

イ 地方消費税 

(ア) 課税標準となる消費税額 ２２００万８８００円 

上記金額は、上記ア(エ)の納付すべき消費税額である。 
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(イ) 納付すべき地方消費税額（別紙６－２の「平成１６年課税期間」欄の順号⑤） 

 ５５０万２２００円 

上記金額は、上記(ア)の金額に地方税法７２条の８３所定の税率１００分の２５の割合

を乗じて算出した金額である。 

ウ 納付すべき消費税等の額（別紙６－２の「平成１６年課税期間」欄の順号⑥） 

 ２７５１万１０００円 

上記金額は、上記ア(エ)及びイ(イ)の各金額の合計額である。 

３ 本件各年分の所得税の決定処分又は更正処分及び本件各課税期間の消費税等の各決定処分の

適法性について 

(1) 本件各年分の所得税の決定処分又は更正処分の適法性について 

被告が本訴において主張する原告の本件各年分の納付すべき所得税額は、上記１(1)エ、同

(2)エ、同(3)カ及び同(4)カのとおり、それぞれ、 

平成１３年分  １９９９万２４００円 

平成１４年分  ３０９１万０３００円 

平成１５年分  ３１７２万６１００円 

平成１６年分  ３９９２万３９００円 

であるところ、本件各年分の所得税の決定処分又は更正処分に係る納付すべき税額は、それぞ

れ、 

平成１３年分  １９９９万２４００円 

平成１４年分  ３０９１万０３００円 

平成１５年分  ３１７２万６１００円 

平成１６年分  ３８４４万３９００円 

であって、平成１３年分から平成１５年分までについては、被告が本訴において主張する納付

すべき税額と同額であり、平成１６年分については、被告が本訴において主張する納付すべき

税額を下回るから、本件各年分の所得税の決定処分又は更正処分はいずれも適法である（別紙

３－１から３－４までの各「納付すべき税額」欄参照）。 

(2) 本件各課税期間の消費税等の各決定処分の適法性について 

被告が本訴において主張する原告の平成１５年課税期間及び平成１６年課税期間の納付す

べき消費税等の額は、上記２(1)ウ及び同(2)ウのとおり、それぞれ、３２３０万２７００円及

び２７５１万１０００円であるところ、これらの金額は、本件各課税期間の消費税等の各決定

処分の額といずれも同額であるから、同処分はいずれも適法である（別紙３－５及び３－６の

各「納付すべき消費税等の額」欄参照）。 

４ 各賦課決定処分の根拠について 

原告は、自身が事業を経営していたにもかかわらず、その経営主体が原告であることを偽るた

めに法人名義で営業許可を取得するなどの事実を仮装して事業所得を得ていたほか、当該仮装行

為により課税を免れた資金を株式や匿名組合への投資等に流用して譲渡所得及び雑所得を得て

いたところ、雑所得については、極めて秘匿性の高いスイスの銀行の匿名口座を利用して運用す

るなど、課税庁において把握が困難な所得をあえて申告しなかったのであり、また、譲渡所得に

ついては、所得税の公示制度の適用を回避する目的で、所得税額が１０００万円以下になるよう

確定的な意図の下に過少申告を行っていたのであって、このような原告の行為及び事実関係に鑑
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みれば、原告は、本件各年分の所得税及び本件各課税期間の消費税等について、単に過少申告を

行った、あるいは申告自体を行わなかったものというだけではなく、課税標準等又は税額等の計

算の基礎となるべき事実の全部又は一部を隠ぺいし、又は仮装し、その隠ぺいし、又は仮装した

ところに基づき過少な申告を行い、あるいは申告自体を行わなかったというべきである。 

したがって、これらの行為が、通則法６８条（平成１８年法律第１０号による改正前のもの。

以下同じ。）１項及び２項所定の「課税標準等又は税額等の基礎となるべき事実の全部又は一部

を隠ぺいし、又は仮装し、その隠ぺいし、又は仮装したところに基づき」、「納税申告書を提出し

ていたとき」又は「法定申告期限までに納税申告書を提出せず」に該当することは明らかである

から、本件各年分の所得税の決定処分又は更正処分及び本件各課税期間の消費税等の各決定処分

に基づき納付すべきこととなる所得税及び消費税等の額に対しては、同項及び地方税法附則９条

の９第１項に基づき、過少申告加算税又は無申告加算税に代えて重加算税が課されることとなる。 

そして、上記３のとおり、本件各年分の所得税の決定処分又は更正処分及び本件各課税期間の

消費税等の各決定処分はいずれも適法であるところ、これらの処分に基づき原告が納付すべきこ

とになる税額を基礎として算出される重加算税の額は、それぞれ次のとおりである。 

(1) 本件各年分の所得税の重加算税の額について 

ア 平成１３年分（別紙６－１の「平成１３年分」欄の順号⑮） ７９９万６０００円 

上記金額は、平成１３年分所得税の決定処分により原告が納付すべきこととなる税額１９

９９万円（別紙３－１の「審査裁決」欄の順号⑨の金額。ただし、通則法１１８条３項によ

り１万円未満の端数金額を切り捨てた後のもの。以下同じ。）を基礎として、これに通則法

６８条２項に基づき１００分の４０の割合を乗じて算出した金額である。 

イ 平成１４年分（別紙６－１の「平成１４年分」欄の順号⑮） １２３６万４０００円 

上記金額は、平成１４年分所得税の決定処分により原告が納付すべきこととなる税額３０

９１万円（別紙３－２の「更正処分等」欄の順号⑨の金額）を基礎として、これに通則法６

８条２項に基づき１００分の４０の割合を乗じて算出した金額である。 

ウ 平成１５年分（別紙６－１の「平成１５年分」欄の順号⑮） ７８８万９０００円 

上記金額は、平成１５年分所得税の更正処分により原告が新たに納付すべきこととなる税

額２２５４万円（別紙３－３の「審査裁決」欄の順号⑬から同表の「確定申告」欄の順号⑬

を控除した金額）を基礎として、これに通則法６８条１項に基づき１００分の３５の割合を

乗じて算出した金額である。 

エ 平成１６年分（別紙６－１の「平成１６年分」欄の順号⑮） １０５８万０５００円 

上記金額は、平成１６年分所得税の更正処分により原告が新たに納付すべきこととなる税

額３０２３万円（別紙３－４の「異議決定」欄の順号⑬から同表の「確定申告」欄の順号⑬

を控除した金額）を基礎として、これに通則法６８条１項に基づき１００分の３５の割合を

乗じて算出した金額である。 

(2) 本件各課税期間の消費税等の重加算税について 

ア 平成１５年課税期間分（別紙６－２の「平成１５年課税期間」欄の順号⑦） 

 １２９２万円 

上記金額は、平成１５年課税期間の消費税等の決定処分により原告が納付すべきこととな

る税額３２３０万円（別紙３－５の「審査裁決」欄の順号④の金額）を基礎として、これに

通則法６８条２項に基づき１００分の４０の割合を乗じて算出した金額である。 
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イ 平成１６年課税期間分（別紙６－２の「平成１６年課税期間」欄の順号⑦） 

 １１００万４０００円 

上記金額は、平成１６年課税期間の消費税等の決定処分により原告が納付すべきこととな

る税額２７５１万円（別紙３－６の「更正処分等」欄の順号④の金額）を基礎として、これ

に通則法６８条２項に基づき１００分の４０の割合を乗じて算出した金額である。 

５ 各賦課決定処分の適法性について 

(1) 本件各年分の所得税の重加算税の賦課決定処分の適法性について 

被告が本訴において主張する原告の本件各年分の所得税の重加算税の額は、上記４(1)アか

らエまでのとおり、それぞれ、 

平成１３年分   ７９９万６０００円 

平成１４年分  １２３６万４０００円 

平成１５年分   ７８８万９０００円 

平成１６年分  １０５８万０５００円 

であるところ、これらの金額は、本件各年分の所得税の重加算税の賦課決定処分の額といずれ

も同額であるから、同処分はいずれも適法である（別紙３－１から３－４までの各「重加算税」

欄参照）。 

(2) 本件各課税期間の消費税等の重加算税の賦課決定処分の適法性について 

被告が、本訴において主張する原告の本件各課税期間の消費税等の重加算税の額は、上記４

(2)ア及びイのとおり、それぞれ、 

平成１５年課税期間      １２９２万円 

平成１６年課税期間  １１００万４０００円 

であるところ、これらの金額は、本件各課税期間の消費税等の重加算税の賦課決定処分の額と

いずれも同額であるから、同処分はいずれも適法である（別紙３－５及び３－６の各「重加算

税」欄参照）。 
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給与等の支払額 源泉所得税額 重加算税額

平成14年１月分 21,392,367 3,240,377 1,134,000

平成14年２月分 51,139,168 7,194,808 2,516,500

平成14年３月分 30,891,878 4,339,750 1,515,500

平成14年４月分 86,510,213 12,066,850 4,221,000

平成14年５月分 58,392,704 8,279,803 2,894,500

平成14年６月分 25,591,595 3,548,910 1,239,000

平成14年７月分 77,188,680 10,291,403 3,601,500

平成14年８月分 23,791,817 3,392,448 1,186,500

平成14年９月分 70,717,052 9,207,364 3,220,000

平成14年10月分 53,161,156 7,471,356 2,614,500

平成14年11月分 31,993,578 4,600,940 1,610,000

平成14年12月分 81,916,699 12,577,009 4,399,500

平成15年１月分 59,693,763 8,943,835 3,129,000

平成15年２月分 51,612,962 7,801,508 2,730,000

平成15年３月分 50,734,430 6,852,323 2,397,500

平成15年４月分 50,508,020 7,190,697 2,516,500

平成15年５月分 23,382,786 3,215,936 1,123,500

平成15年６月分 68,051,787 9,789,085 3,423,000

平成15年７月分 44,244,966 6,061,079 2,121,000

平成15年８月分 28,861,752 4,242,617 1,484,000

平成15年９月分 61,639,343 8,294,427 2,901,500

平成15年10月分 46,328,610 6,077,271 2,124,500

平成15年11月分 26,732,404 3,690,027 1,291,500

平成15年12月分 67,425,872 9,305,368 3,255,000

平成16年１月分 30,924,813 4,925,353 1,722,000

平成16年２月分 43,297,937 5,797,156 2,026,500

平成16年３月分 45,740,038 6,309,110 2,205,000

平成16年４月分 35,312,370 5,336,194 1,865,500

平成16年５月分 35,951,024 5,310,579 1,858,500

平成16年６月分 37,726,180 5,713,663 1,998,500

平成16年７月分 25,612,838 3,823,091 1,337,000

平成16年８月分 52,548,458 8,015,883 2,803,500

平成16年９月分 34,776,925 4,806,352 1,680,000

平成16年10月分 26,122,192 3,966,302 1,386,000

平成16年11月分 48,139,647 7,506,137 2,625,000

平成16年12月分 42,079,890 7,026,845 2,457,000

平成17年１月分 33,576,849 5,158,842 1,802,500

平成17年２月分 27,466,492 4,044,012 1,414,000

平成17年３月分 26,135,552 3,623,815 1,267,000

平成17年４月分 18,978,958 2,735,292 955,500

合　　　計 1,756,293,765 251,773,817 88,053,000

本件各月分の源泉所得税額等の被告主張額

（単位：円）

別紙５
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別紙６－１ 

被告主張額（所得税） 

（単位：円） 

 
平成 13年分 平成 14年分 平成 15年分 平成 16年分 

総 所 得 金 額 ① 64,870,014 94,401,528 68,112,280 91,898,650 

内 

 

訳 

事 業 所 得 の 金 額  ② 60,242,014 92,674,728 60,241,414 71,609,084 

給 与 所 得 の 金 額  ③ 4,628,000 1,726,800 － － 

雑 所 得 の 金 額 ④ － － 7,870,866 20,289,566 

上場株式等に係る譲渡所得の 

金額 
⑤ － － 147,364,814 157,567,583 

所得控除の額の合計額 ⑥ 3,190,102 3,320,875 2,839,600 3,774,200 

課税される総所得金額 ⑦ 61,679,000 91,080,000 65,272,000 88,124,000 

課税される上場株式等に係る 

譲渡所得の金額 
⑧ － － 147,364,000 157,567,000 

算 出 税 額 

（ ⑩ ＋ ⑪ ） 
⑨ 20,331,230 31,209,600 31,976,120 41,145,570 

内

訳 

⑦ に 対 す る 税 額  ⑩ 20,331,230 31,209,600 21,660,640 30,115,880 

⑧ に 対 す る 税 額  ⑪ － － 10,315,480 11,029,690 

定 率 減 税 額 ⑫ 250,000 250,000 250,000 250,000 

源 泉 徴 収 税 額 ⑬ 88,800 49,280 0 971,668 

納 付 す べ き 税 額 ⑭ 19,992,400 30,910,300 31,726,100 39,923,900 

重 加 算 税 ⑮ 7,996,000 12,364,000 7,889,000 10,580,500 
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別紙６－２ 

被告主張額（消費税等） 

平 成 15 年 課 税 期 間 平 成 16 年 課 税 期 間

課 税 標 準 額 ① 869,395,000 724,761,000

消 費 税 額 ② 34,775,800 28,990,440

控 除 対 象 仕 入 税 額 ③ 8,933,568 6,981,578

納付すべき消費税額
（②－③）

納付すべき地方消費税額 ⑤ 6,460,500 5,502,200

納付すべき消費税等の額
（④＋⑤）

重 加 算 税 ⑦ 12,920,000 11,004,000

⑥ 32,302,700 27,511,000

（単位：円）

④ 25,842,200 22,008,800
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別紙７～１１ 省略 


